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午前10時０分開議 

 

開          議 

○議長（山本教和） ただいまから本日の会議を開きます。 

 

質          問 

○議長（山本教和） 日程第１、県政に対する質問を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。12番 吉川 新議員。 

   〔12番 吉川 新議員登壇・拍手〕 

○12番（吉川 新） 初めての議会の一般質問でトップバッターとして、新進

気鋭の鈴木知事に質問させていただく幸運を感謝いたしております。 

 東日本大震災で亡くなられました方々の御冥福をお祈りし、少なくとも個

人的には今後長期にわたり被災者の方々に可能な限りの支援をお誓いし、人

が生きていく上で不可欠なエネルギー政策につきまして質問をさせていただ

きます。 

 御承知のように、東日本大震災に発する福島第一原発の事故は、政府のエ

ネルギー政策の見直しを迫っております。エネルギー政策は従来国マターで、

地方は従属的にその受け皿としての間接的役割であったかと理解をしており

ます。しかし、規制緩和によりまして電気事業への参入も多様化いたしまし

た。個人のソーラーパネル等も普及してまいりました。こうした状況におき
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ましてのエネルギー政策は、多分浸透させるとか、普及させるとか、そこに

力点が置かれた地域マターであるんじゃないかというふうに思っております。 

 そういった意味で、エネルギー政策、原発の行く末につきましてますます

経済界では不安が高まっておりますから、非常に重要なことだと考えており

ます。そういった中で、ソーラーパネルも、あるいはバイオマスも風力も、

メニューとしては既に言い古されておるといいますか、テーマでございます

が、それをどのように推進するかが大きな課題だと考えているわけでござい

ます。 

 原子力発電の支障につきましては、東京電力１社ではけりがつかないんじ

ゃないか。裏返しますと、政府が原子力を前提とする場合、エネルギーに関

与しなければならない。そういったときに多分中部電力が浜岡原発の停止に

踏み切られましたのも、国の意に反して、あるいは重大事件を想定した場合

に賄い切れないという判断があったんじゃないか。原子力発電所がもし定期

点検の後、運転ができないような事態になりますと非常に大きな問題になり

ます。そういった中で、私は国民が長期にわたる安全を選ぶのか、今のコス

トを選ぶのかとか、それから、技術を信頼するのか、技術の限界を知るのか、

そういったいろんな判断を求められてのエネルギー政策になるんじゃないか

というふうに思っております。 

 浜岡原発の停止は360万キロワット、1000万世帯のソーラーパネルに相当

する電力量でございます。ソーラーの寄与が非常に微々たるものというのも

量的にあらわしておるわけでございますが、それでもソーラーを導入したり、

風力を導入したり、小さなエネルギーを集めることで、多分国民に省エネの

意識だとか、ライフスタイルの変更だとか、そういったムーブメントができ

ると信じております。あらかじめ賄えるかどうかについて四の五の言わずに、

まず行動することが喫緊の課題ではないかと考えております。 

 知事は、現在既にエネルギー対策で家庭用の風力であるとか、ソーラーパ

ネルであるとか、支援措置を打ち出しておみえです。大変重要なことでござ

いますが、そういったときに従来は補助金を出して普及しましょうというの
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みであったわけですが、例えば中部電力も巻き込みまして、対前年の節減率、

節電量を半分は東北電力に寄附しましょうとか、優秀な方を褒めてあげまし

ょうとか、そういったおもしろみというか、国民の善意の心をくすぐるよう

な、そういった人の心まで踏み込んだ政策展開というものが重要なのではな

いかと思うわけでございます。 

 もう１点は、エネルギー、先ほどのソーラーのコストだけでも大変なもの

でございます。火力や原子力に比べたらもう一つ大変な負担が強いられるこ

とになります。例えば七里御浜、これは川の上流にダムができまして、土砂

が供給されなくなって、どんどん白砂青松の白浜が減退しているわけでござ

います。これは例え話ですからそれをしてくださいという意味じゃないんで

すが、例えば海の底に土砂どめの潜堤を公共事業としてやって、風力発電を

林立させて環境スポットとなりというふうな負担のアロケーションが実現す

るとすれば、風力だけのコスト計算でない開発があり得るんじゃないか。こ

れは例え話でございます。 

 もう一つは、現在林業が低迷しております。木材需要が低迷し、森林のメ

ンテナンスも滞っております。木質系のエネルギーを安価に使えるのに見合

う場所があるはずです。山間部です。もし軽トラ１台とチッパーといいます

か、チップ施設があって、サーマル利用できる施設に誘導するようなことが

できれば、森林の活性化と高齢者の小遣い稼ぎと、そして、知事の言う新し

い豊かさといいますか、ぬくもりが感じられるようになるのではないか。そ

んなような気もするわけです。 

 蓄ふんのメタン化についても、一畜産業者がメタンガスの設備を持って、

また残渣のメンテナンスもしてというのは多分無理でしょう。だけど、同じ

課題を共用部分、個人でするのが難しい部分だけ共用するような仕組みにな

れば、畜産業者の負担も軽減できて、また新しい豊かさが実感できるんじゃ

ないか。そんな思いがするわけでございます。 

 すべて例え話でございますが、これからの行政は施策の普及の仕方、浸透

の仕方、紙で広報するだけじゃなくて、そちらのほうが大事。もう１点は、
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多機能、複合機能ですることで縦割りじゃなくて、総合的に地域対策という

形の要素も入れてすることで、すべてのいい部分、今までの負の存在がプラ

スの存在になるんじゃないか。そんなような考え方を今度の鈴木知事のエネ

ルギー対策には盛り込んでいただきたいな、あるいは、今掲げてござる対策

に肉づけをしていただきたいな、そんなことで質問をさせていただきます。 

 もう一つ、窓のひさしに、あるいはソーラーパネルに霧吹きしますと、ソ

ーラーパネルは発電効率が上がります。窓から霧吹きすれば昔の打ち水効果

でひんやり感が出て冷房負荷を減らすことができます。これは愛知万博で成

功した熱中症対策の事例でございますが、例えばそんなようなものはちょっ

とした工夫でできるわけです。地元の電気屋さんやら水道屋さんの格好のテ

ーマになるわけです。これもまた地域振興と省エネ対策に重要な考え方じゃ

ないかなと。 

 すべからく複合的に、アーモンドグリコは１度食べれば１粒で２度おいし

いと言われるように、２度も３度もおいしい施策に考えていただくことが、

この財政の逼迫しておる状況で大事な考え方ではないかなという趣旨で質問

をさせていただきます。知事の私の考えに対する御感想なり、掲げてござる

今の施策をどう進めるか等につきまして御返答をお願いいたします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） おはようございます。 

 吉川議員より御質問をいただきました新エネルギーの促進等エネルギー政

策についてでありますけれども、議員からも御指摘がありましたように、こ

のたびの東日本大震災や福島第一原子力発電所の事故、さらには浜岡原子力

発電所の運転停止を踏まえ、今後のエネルギー政策については、これまでの

ように国や電力会社だけに任せるのではなく、地方も担うべきことを明確に

した上で積極的に取り組む必要があると私自身も考えております。 

 このような考えのもと、５月16日に私を本部長といたします三重県エネル

ギー対策本部を設置いたしました。その対策本部では、新エネルギービジョ

ンの策定と進行管理、そして、議員からも御指摘がありましたどうやって新
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エネルギーの普及拡大を図っていくか、そして、省エネルギーや節電対策、

新エネルギーや省エネルギー技術を活用した産業振興、エネルギー政策に関

する国への提言等について取り組んでいく予定であります。 

 新エネルギービジョンにつきましては、大震災以降のエネルギーを取り巻

く状況変化を勘案し、本県の地域特性を生かした太陽光発電や風力発電、木

質バイオマスの熱利用といった新エネルギーの導入を一層図るための方策な

どを検討し、先般お示ししました中間案にとどまらず、さらに発展させる形

で今年度中に取りまとめていきたいと考えております。 

 さらに、グローバル化の進展や地球規模での環境エネルギー問題などを踏

まえると、将来大きな成長と雇用の創出が期待できるクリーンエネルギー関

連分野の産業振興を加速させていく必要があると認識しており、それらの産

業政策とも連動させることで新エネルギーの導入を加速していきます。また、

先ほど議員からもありましたように、自立分散型のエネルギーを持つという

ことがその過程において地域活性化にもつながっていく、そのような視点も

大切にしてまいりたいと考えております。なお、これらの取組を進めるため

には、国から地方に対する新たな支援制度や再生可能エネルギーの全量買い

取り制度の早期導入などが必要であり、国に対しても強く提言をしてまいり

たいと考えております。 

 また、議員からも御質問がありました普及という点について、私も力を入

れていく必要があると考えております。この当初予算に盛り込んでいた施策

の中でも三重県新エネサポーターというものに登録をしていただいて、そし

て１年間普及啓発をやっていただくということを条件に設備導入の補助をす

るというメニューもあります。なので、単に設備導入に補助をするというだ

けではなく、導入した人がそのよさ、こういうふうにしたらいいよというこ

とを普及啓発するための、そのような制度の開発展開にも着手しているとこ

ろでありますので、ますます推進できますように取り組んでまいりたいと考

えております。 

   〔12番 吉川 新議員登壇〕 
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○12番（吉川 新） ありがとうございました。新エネサポーターとその結果

に基づいて支援するような発想、大変うれしくお聞かせいただきました。 

 現在この電力事情の関係でスマートグリッドの検討が進むと思います。消

費のコントロールもした多電源システムで、その上、私の気持ちからすると、

この高齢化時代で見守り機能まで付加したスマートコミュニティーと申しま

すか、そのようなこともちょっと御検討いただければと思います。 

 次の質問にまいりたいと思います。障がい者対策についてでございます。 

 私は、８年前に知的発達障がいの方のオリンピック、スペシャルオリンピ

ックスというものに１年半ほど携わりました。たくさんの障がいを持つ子ど

もさんと１年半おつき合いをさせていただいて、その親御さんたちの苦しみ、

幸せ、はしが持てるようになったというだけでもう涙を流されるような喜び

なんです。それから、まだまだ不理解な社会、理不尽な偏見にも遭遇いたし

ました。 

 社会におけるこの子たちの快適で安心な居場所づくりがいかに大切か。健

常と言われる私たちが、この子たちからいかに多くの元気と明るさをいただ

いたことか。私はもう幾度も感動の涙を流させていただきました。この体験

を人に伝えるときにもうるうるっとするような気持ちでございます。私たち

はこの子たちにちょっとしたことで大きな役立ちができると思っております。

この子たちから元気や、我々大人が忘れておる紛れのないきれいな心を教わ

れます。社会的立場の弱い方を支えられなくて、何でみんなの幸福を語れま

しょうかと言いたいわけでございます。 

 そんな子どもたちが社会に出ますと、授産施設であるとか、企業の障がい

者枠で働く場に出るわけでございますが、授産施設で言いますと月給が5000

円から１万円ぐらい、私、複数の作業所を見てお話を聞きましたが、その担

当の人たちは営業する暇もありません。その子たちのマネジメント、気遣い

だけで忙しく日々ただいらいらを募らせるだけでございます。 

 この件につきましては、知事も今回そのアップのための方針を出していた

だいておりますのでうれしい限りでございますが、例えば商工会の方とか、
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老人会の方はどうかわかりませんが、婦人会の方とか、地域の組織がちょっ

とお助けいただく。仕事を与える、あるいは商品を買ってあげる。そんなこ

とで随分幸せを与えるほうも喜びを感じられるし、与えられたほうも喜びを

感じられる。そんなことができるんじゃないかな。それは今まで任意に善意

の方々がそういうムーブメントを起こしておったんですが、役所がちょっと

そのお手伝い、リーダーシップをとるとさらにいいんじゃないかなというふ

うに思っているわけです。私は知事の政策集やらブログを見ておりまして、

知事の温かみがほとほと伝わってきますので、それで知事に御期待をするわ

けでございます。 

 ある作業所は5000円の月給で昼飯を食べるともう赤字になる。アルミ缶を

集めてお金にするのが年間で20万円、作業の割には最もいい話のようです。

年間20万円というと20人の作業所ですので、１人当たり月1000円かなという、

そんな努力なら本当にちょっと手助けしてあげれば、倍に上げられたりする

のは楽なんじゃないかなと思ってしまうわけです。そんな意味で、そういう

現場のことも御理解をしていただいて、温かい施策を展開していただきたい

なというふうに思っておるわけでございます。 

 もう１点、障がい者雇用でございますが、もう知事もブログで嘆いておみ

えのように全国ワースト１、1.5％、これを知事はせめて全国並みに引き上

げたいと、こういうふうにおっしゃっておみえなんですが、この件につきま

して、ほかの県でも非常に大きな目標を掲げておみえなので、トップとびり

の差でも大したことはないんです。ですから、全国トップを目指すと。県産

品をトップセールスで、全国にトップセールスしますと言っておみえですか

ら、逆に政策や温かい売りも鈴木県政をセールスしてくるぐらいの気持ちで

目指してほしいなという思いであるわけです。 

 ただ、現実に去年２名の雇用促進のアドバイザーを導入されたら、年間で

200人上乗せされて820人の障がい者雇用ができたと。非常にうれしい話でし

た。多分担当の方が一生懸命頑張られたんだと思います。けれども、雇用率

は上がっていないんです。多分やめられた方が多いんだと思います。回転率
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が非常に高いんだと思います。 

 これは820人といいますと、先ほど私が申し上げましたトップの福井県だ

とか、山口県に迫ろうと思うと、年間330人雇えばトップになるんです。現

在2200人おるところへ年間820人雇えたわけですから、1.5年間で退職がなけ

れば全国でトップになる数字なんですから、そういった意味でいくと定着率

が悪いというのは非常にゆゆしき問題、これは受け入れ側にも問題があるか

もわかりません。障がい者自身にも問題があるかもわかりません。そこら辺

は統計がまだとられていないようです。この辺はぜひ統計もとっていただい

て、原因も分析していただいてそれに対応していく。そんなようなことをぜ

ひお願いしたいなと。そして、全国トップの雇用率を標榜していただきたい

なと思うわけでございます。 

 そうした中におきまして、名張市にブリヂストンケミテックという会社が

ございまして、そこが障がい者雇用で非常にいい成績を上げている。20年間

かかったようです。社長のリーダーシップと担当者の熱意と上司の理解、こ

の３点セットで知的発達障がいの方が21名みえて、そのうち16名が重度の方

でありながら、お荷物ではなくてしっかり会社に貢献をしていただいておる

わけです。会社のイメージは上がるわ、コストは安くつくわ、喜んでいただ

けるわと、ハッピーな状況ばかりでございます。 

 知事は県職員に一度は徴税とか、介護とか、医療の現場を体験させたいと

言っておみえです。ぜひこうした先進企業でその手法を学ばせる。そんなよ

うなことも念頭に入れていただくとありがたいなと。そうすると職員のモチ

ベーションも上がります。知事が言ってみえるスーパー公務員、それに近づ

けるんじゃないかなとも思います。県民幸福度日本一の大きなステップと考

えますが、いかがでしょうか。県民幸福実感度というのは多分優しさ実感度

とイコールじゃないかなと思っております。 

 障がい者雇用の件でもう１点、今度は県庁の障がい者の雇用状況でござい

ます。全国で６位か７位のようで、非常に優秀な雇用状態のようでございま

す。ただし、132名の障がい者のうち知的発達障がいの方はたったの２名で
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ございます。多分障がい者を受け入れる職場の職員の方が障がい者をどう扱

ったらいいのか。障がい者が働きやすい環境をどうつくったらいいのか。そ

こら辺のやり方がわからないんじゃないかなと思っております。ふなれなん

じゃないかなと思っております。 

 そういったことでも、先ほどのケミテックに学びましてこうしたらいいん

だと。本当に私は長い間障がい者の方とおつき合いして、ちゃんと正しくコ

ミュニケーションができると本当に多くのことができるんです。普通の人と

区別ないです。そういった意味で受け入れ側の勉強、それが必ず立派な資源

になる。福祉コストも下げることができる。そう信じておりますので、ぜひ

よろしくお願いをいたします。 

 もう１点、これはそういったことで、三重県政のほうは障がい者を積極的

に雇っておみえの企業だとか授産所等に対して、優遇的な扱いをしておみえ

です。そういった企業でつくられた物品を競争入札じゃなくて、優先購入で

きることも導入しておみえで、これは私が県職員をしておるときはまだなく

て困ったんですが、現在県が出資しているそういった会社の商品の優先購入

の実績がございます。それを導入していただいておるのは、生活・文化部と

農水商工部のみと聞いております。くしくもその会社への出資がその両部で

ございます。そのほかの部はどうなんでしょうかということが聞きたかった

んです。 

 非協力的なのか、認知をされていないのか、あるいは担当部局がお願い不

足というか、周知不足なのか、どういう理由かはわかりませんが、そちらの

ほう、ささいなことなんですが、これから温かい行政をしていこう、みんな

が元気になろうというときにきめ細かい温かさ、気遣いというのが大事なん

じゃないかなと思っておりますので、現象論じゃなく気遣いという意味で、

この付近も知事のリーダーシップで円滑に制度の趣旨を生かせるような形で

やっていただければありがたいなという思いでございます。 

 この意味でも余談でございますけれども、職員のモチベーションを上げて、

知事と一体的にしていくというのが非常に大事なことなのかなというふうに
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思っているわけでございます。 

 一つ提案なんですが、障がい者の関係で、実は先ほどの８年前に私は海の

トーチラン、聖歌リレーとして、熊野から伊勢を経由して津までヨットで海

の県三重県で海からの風情を楽しむ、桑名から障がい者やそのファミリーを

乗せて津までクルージング、そういったイベントをいたしました。そのイベ

ントの担い手は三重県のヨット連盟の方と、それからその中には障がい者も

メンバーに入っておるんですが、もうここ10年ぐらい、障がい者の方が障が

い者に教える形でアクセスディンギーといいまして、小型の非常に安定性の

よいヨットがございまして、それで障がい者指導を長く続けられて、しかも

県全体のバリアフリー化という運動にも力を入れておるグループがございま

す。そこが担ったわけでございますが、これは知事の「郷中教育」とよく似

ておりまして、子どもが子どもを教えるような意味もあるんじゃないかなと。

だから、教えられるほうも喜んで吸収していくようなところがあるのかなと

思っております。 

 そういったグループ、これは三重県に三つ拠点がございます。伊勢と河芸

と津でございます。その指導体制は全国屈指でございます。参加する障がい

者も増えてきております。そういったものを再来年の御遷宮に合わせて全国

大会のようなものをやればどうかなというふうに考えております。これも海

の県、あるいは観光者も含めたバリアフリー化を情報発信し、御遷宮を盛り

上げるというのにふさわしいイベントじゃないかなと私は考えますので、御

一考いただければなというふうに思っております。これを機に、おもてなし

の心だとか、バリアフリー、ユニバーサルデザインを通じましておもてなし

の心も浸透させればなというふうな思いでございます。 

 以上、障がい者に係る御質問なり、提案なり、希望を述べさせていただき

ましたが、知事の御感想なり御決意を伺えればありがたいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 議員から御質問がありました障がい者の雇用について、

まず私のほうからお話をさせていただきたいと思います。 
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 実は私も、２年前ですか、スペシャルオリンピックスのトーチランを鈴鹿

市内で10区間、障がいを抱えた方々が行く伴走役として、8.9キロメートル、

全部一緒に走り切ったことがありまして、そのときにたくさんの、先ほど議

員からありましたような元気や喜びをいただいた、そういう思いがあります

ので、障がい者の方々の施策に対しても、やはりそういう原点を大切にしな

がらこれからしっかりと取り組んでまいりたいと思っております。 

 その上で、先ほどの障がい者雇用の関係でありますけれども、近年障がい

者の企業での就業意欲が高まる一方で、障がい者雇用に対する企業側の意識

の変化も見られます。そのような中、本県における民間企業の障がい者実雇

用率が依然として低調であることは極めて残念に思っています。 

 本県においては、障がい者に適する仕事があるか、雇用する上でどのよう

な配慮をすればよいか等の不安を感じている中小の事業所が多く、これらの

企業への様々な取組が必要なことから、全国トップという目標をいきなり掲

げることは難しいですけれども、可能な限り志を高く持って取り組んでまい

りたいと考えております。 

 私としては、雇用率を伸ばすことももちろん必要だと思いますが、障がい

者を抱える家族のことを考えますと、障がいの程度や態様に応じた幅広くき

め細かな支援をしていくことが重要だと考えております。また、障がいの有

無にかかわらず、だれもが個々の持つ能力を十分に発揮し、生きがいを持っ

て働くことのできる企業が三重県に増えることは、すべての人が暮らしやす

い社会の形成につながっていくと考えています。このため、地域経済の活性

化と雇用の創出に向けた取組を進めるとともに、国との連携や企業との協力

を進めながら、働く意欲のある障がい者がそれぞれの希望や能力に応じて就

労できるよう、雇用支援の取組を進めていきたいと考えております。 

 私も四日市や鈴鹿、亀山を中心とした障がい者を雇用していただいている

企業、作業所、あるいは特別支援学校をほぼ回らせていただきました。その

中で仕事を分けるというんですかね。健常者の方がやったら１人でできるや

つをあえて、段ボールの箱をあける、あるいはそれを向こうに運ぶ、という
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一つの仕事を二つに分割することで、障がいを抱えた方が働けるような場所

を確保するというような取組などもありますので、そういうようなことを中

小の事業者などの皆さんを中心に、しっかりと雇用アドバイザーなども活用

しながら周知、利用拡大のお願いに取り組んでまいりたいと思っております。 

 また、県庁の対応のことについて議員から御質問がございました。詳細は

後ほど部長のほうから御説明をさせていただきますけれども、確かに知的障

がいを抱えた方の数は少ないんですが、一定期間臨時職員として雇わせてい

ただいて、その後正規職員になった方が２名おります。実はこの正規職員と

いう形で雇用をしているのは全国でも三重県を含めて五つの県しかございま

せん。そういう意味では、今回の取組をさらに進めていきながら積極的に取

り組んでまいりたいと考えております。 

 また、物品の購入の件につきましても、私も選挙のときの名刺などは作業

所の皆さんにお願いをしたりしてまいりましたけれども、全庁を挙げて取り

組めるように、しっかりと私のほうからも職員の皆さんへの働きかけ、声か

けをして取り組んでまいりたいと考えております。 

   〔植田 隆総務部長登壇〕 

○総務部長（植田 隆） 吉川議員の県庁におけます知的障がい者雇用につい

て答弁させていただきます。 

 知事からも回答がありましたけれども、県では行政機関におけます知的障

がい者の雇用の可能性について検討するとともに、県職員の障がい者に対す

る理解の促進を図るために、平成16年度から県庁におけます知的障がい者の

職場実習に取り組んでおります。その取組を踏まえまして、知的障がい者の

方の就労を促進するため、平成19年度に知的障がい者を対象とした三重県職

員採用試験を初めて実施いたしまして、平成20年４月に非常勤の事務職員１

名を採用したところでございます。 

 その後、平成23年４月までに３名の知的障がい者を非常勤職員として採用

しておりまして、そのうち２名につきましては、１年間の勤務状況を踏まえ

まして一定の業務を担当させることができると判断をいたしまして、現在正
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規職員として任用をしております。残る１名につきましては、平成23年の４

月に非常勤職員として採用をしておりまして、今後の勤務状況を踏まえまし

て正規職員として任用するかどうかを判断することといたしております。 

 知的障がい者の正規職員への採用につきましては、平成22年の９月時点に

なりますけれども、先ほど知事からありましたように、採用予定も含めまし

て、本県をはじめ５県で実施をしております。今後も県庁舎での職場実習な

どを通じまして、県職員の障がい者に対する理解の促進を図りつつ、知的障

がい者の計画的な採用を進めていきたいと考えております。 

 私からは以上でございます。 

   〔北岡寛之生活・文化部長登壇〕 

○生活・文化部長（北岡寛之） 私からは、先ほどの障がい者雇用の推進に向

けました取組につきまして、知事の答弁を補足させていただきます。 

 これまで県では、障がい者の就業に向けた技能習得への支援としまして、

津高等技術学校でのＯＡ訓練や、地域の事業所等を活用した職業訓練などに

取り組んでいます。また、求職活動に対する支援としまして、三重労働局等

関係機関と連携した就職面接会の開催や、障がい者雇用アドバイザーによる

企業等に対する啓発、求人の開拓など、直接的な働きかけを行っています。

さらに、就業後の定着支援としまして、障がい者が職場に適応できるようジ

ョブサポーターが事業所に直接出向いて、雇用された障がい者に専門的な相

談、援助を行うとともに、事業主や他の従業員に対しても障がい者の雇用継

続に向けた助言を行っております。 

 今年度はこれまでの取組に加えまして新たに短期職場実習制度を創設し、

障がい者の職場実習機会を拡充するとともに、座学とインターンシップを組

み合わせた研修を行い、早期の就業につなげていくほか、農業分野での障が

い者の就労支援についても継続的な雇用に向け取組を充実しています。今後

とも教育、福祉などの関係機関との連携を図りつつ、きめ細かな支援を行い、

障がい者雇用を促進してまいります。 

 もう１点、障がい者雇用促進企業等からの物品等調達優遇制度の活用につ
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いてでございます。この制度は障がい者の雇用の促進と福祉的就労の安定を

図るため、県が物品等の調達をする際に、障がい者を一定の率以上雇用して

いる県内の中小企業や就労支援事業所等を優遇する制度で、平成16年度から

実施しているものでございます。過去３年間の利用実績を見ますと、すべて

の部局がこの制度を活用し、県全体で毎年度3000万円を超える発注を行って

おり、今後ともこの制度の活用に努めていきたいと考えております。 

 また、先ほど御意見がございましたが、県が出資している企業に対しての

発注でございますが、生活・文化部や農水商工部に限らず、多くの部局が発

注をしております。また、この制度につきまして、中小企業等が障がい者雇

用を進める上で有効なインセンティブになると考えておりますので、引き続

き県内の企業等に対しましてホームページやパンフレットなどで広く制度を

周知するほか、障がい者雇用アドバイザーが企業訪問を行う中で利用を呼び

かけるなど、制度の普及を図っていきたいと考えております。 

   〔山口和夫健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（山口和夫） 私からは、共同受注窓口に関しまして御答弁申

し上げます。 

 障がいのある人が地域で自立した生活を送るためには、就労の場と所得の

保障が重要であります。県内には一般就労が困難な障がい者の働く場として、

授産施設等の福祉的就労事業所が本年６月１日現在で164カ所あり、約2700

人の障がい者の方が利用されております。 

 福祉的就労事業所におけます受注は不安定であり、障がい者の受け取る工

賃は平成21年度の県内事業所の平均で月額１万3200円と極めて低い水準にあ

ります。また、ここでの就労は障がい者の訓練と位置づけられており、多く

の事業所では最低賃金も適用除外となっております。 

 障がい者の工賃を引き上げるためには、個々の事業所の取組では限界がご

ざいます。安定した受注量を確保し、工賃アップにつなげるためには、複数

の事業所が共同して受注し、品質管理を行う仕組みづくりなどが必要である

と考えています。このため、福祉的就労事業所に対する受注の仲介、調整や
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工賃アップに向けた販路拡大、品質管理の指導等を行う共同受注窓口の設置、

運営を外部委託により実施することとしております。 

 共同受注窓口におけます安定した受注を確保するためには、官公需、民需

の拡大が必要となります。このため、県といたしましては、全庁的な取組と

して、まず庁内における発注の拡大を図るとともに、市町、民間企業、経済

団体等へ積極的に働きかけたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔12番 吉川 新議員登壇〕 

○12番（吉川 新） ありがとうございました。これからも障がい者対策をよ

ろしくお願い申し上げます。 

 知事の答弁にございました仕事を分割してと、あの辺が私もみそだと思っ

ているんです。見合う仕事をですね。分割したやつをマネジメントしていく。

そういったことで大きなヒントがあるんじゃないかと思って、ブログの御意

見も見て感心をしていたところでございます。どうもありがとうございまし

た。 

 その次にフィールド教育の推進ということでございますが、知事は子ども

はみんな天才だというフレーズを掲げておみえです。大賛成でございます。

天才の子どもの芽を摘むのがその後の教育の仕組みかなという危惧さえ持っ

ているわけでございます。 

 そして、現在の学力テスト、知事は完全実施をしてランキングも公表して

というような御提案をしておりますが、この件につきましていいような気も

するんですが、非常に怖い気もするんです。といいますのは、それを推進す

る体制、各市町なりが過酷な補習授業を強いたり、悪さをしたり、そんなこ

とが起こらないだろうかとか、子ども自身がペーパーテストで人のランクを

つけるような価値観を持たないだろうかとか、その辺が物すごく心配なんで

す。私は知事の意図はぜひわかりたいと思っておるんですが、その弊害が気

になってしようがないんです。この辺もし、それも避けて実行できる方法を

お考えでしたらまたお教えください。 
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 それから、私は子どもの教育で、子どもの天才の芽を伸ばすというのは、

昔は林間学校とかがよくありました。フィールドで学ぶ。ノルウェーでは森

林教育が非常に盛んです。国内の重要産業でございますから、森林の優位性

なり環境保全効果、気持ちのよさを学ぶ、そういった子どもが木材需要のお

客さんにもなっていくわけです。 

 現在日本で林業は停滞しております。国内の国産材の利用率を50％まで上

げたいと言って徐々に上がってきましたが、消費量が増えたわけじゃないん

です。コンクリートだとか、プラスチックとか、ほかの建設資材に食われて、

シェアは上がっておるんですが、量は増えていないというのが現状です。子

どものころから森林の林業の優位性を教える。それもフィールドの中で教え

る。現場に近い方が教える。おもしろくて深みがある教育ができるんじゃな

いかな。それがカリキュラムとセットになればすばらしいのかなというよう

な思いでございます。 

 今、私の仲間たちで海の藻場再生をやっておるグループがございます。こ

こには藻の研究者もおります。漁業者もおります。スキューバダイビングの

先生もみえます。要するに海の深いところも、安全に対することも経済的な

話も含めて活動しておるわけですが、それがもし学校教育のカリキュラムと

合えば非常に効果的でおもしろく楽しく学べる。私は本来急ぐべきは、楽し

く学ばせる教育スキルを開発なり普及して、教育レベルを上げるのが一番大

事なことなんじゃないかなと思っておるわけです。 

 そんなことで、ほかにもたくさん事例はあるんですが、イベントカリスマ

と言われております軽井沢の星野リゾートの方もホテルのお客さんは高校生

なんです。自然を利用して、専門家、獣医さんだとか植物学者が合宿的に教

育するんです。案内はチラシを出したことがない。学校への案内だけのよう

でございます。 

 そんなような事例も含めて、センター博物館にしてもセンター機能を標榜

されておみえですが、現場に自然のフィールドがあって、そこにもまた先生

がみえて、そことも連携するような、サテライトの博物館との連携だけじゃ
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なくて、フィールドとの連携みたいなものも視野に入れますと本当の博物、

博物教育、生涯学習といった機能が出るんじゃないかなと、そんな思いで知

事の御意見を聞かせていただきたいなと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 議員より御指摘のありましたフィールドを活用した教育

の件でありますけれども、その前に学力テストの活用の件について御質問が

ありましたので、私の考えを一言述べさせていただきますが、私自身は大人

の都合、あるいは親の経済力、そういうものによって教育格差というものが

あってはならないと、そういう思いでおります。そして、学力テストを活用

するということについては、議員御指摘のようにいたずらに競争をあおるよ

うな方法でもいけないし、一方で、そういうテストを活用して子どもたちに

格差が生まれないようにしっかりと課題や現状を把握する。これは非常に大

切なことであると思っております。ですので、今後の活用方策につきまして

は、他県の例なんかも参考にしながら今後検討して進めてまいりたいと、そ

のように考えております。 

 フィールド教育の件でありますけれども、三重県は多彩な県土、自然など

の豊かな環境を有し、人と人とのつながりや自然とのふれあいの中で独自の

歴史、文化、産業をはぐくんできました。私はこの三重県の持つすばらしい

自然、歴史、文化、産業等を、教育において最大限に生かすことは大変重要

であると考えております。 

 間接的な体験、あるいは擬似的な体験、そういうものが多くなっている昨

今の状況を見ますと、自然との、本物とのふれあいや体験の中で物事に興味、

関心を持ち、知的好奇心を伸ばすこと、また、様々な体験活動の中で、学校

内外の多くの人や尊敬できる大人と出会う機会を与えることの重要性も指摘

されているところです。 

 地域の資源を学校教育に効果的に活用することは、子どもたちにとってこ

うした体験ができる機会となると思います。また、フィールドを活用した教

育の中で行われるグループ活動や宿泊体験活動は、子どもたちの自主性、協
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調性、社会性、そういうものをはぐくむことにつながると考えます。子ども

たちにはこのような体験的活動を通して、単なる知識偏重ではなく、自分の

将来を描き、社会に出て自ら道を切り開いていくことができる確かな力を身

につけてもらいたいと考えております。 

 学校教育を通じた具体的な取組については、県や市町の教育委員会の中で

御検討いただくことになりますが、新博物館の活動や農水商工分野、環境森

林分野との連携の中でもフィールドを活用した多彩な教育の展開ができれば

と考えております。 

   〔12番 吉川 新議員登壇〕 

○12番（吉川 新） ありがとうございました。今の御答弁なんかも本当にう

れしい。私が意図することを網羅していただいたような気持ちでありがとう

ございますなんですが、最後の質問でございますが、なぜかやはり先般の代

表質問でも出ておりましたが、衆議院選に出るんじゃないかとか、大阪の府

知事のまねばっかりしておるんじゃないかとか。私は知事の今までのブログ

だとか、読めば読むほど私と共感するところがたくさんあってうれしいんで

す。一緒に頑張っていきたいと思っておるんです。だけど、そんなような、

若干、一抹の危惧といいますか、不安がつきまとうんです。 

 政策集につきましては、にわかづくりかどうかわかりませんが、いいこと

をずっと羅列してあって、財源とのリンクがちょっとあやふやとか、あるい

は財源の主要なものは、上げてあるのは人件費削減だけで、ブログのほうで

は人件費の話も２度３度、こうすれば、これだけ下げればできるという国レ

ベルの話ですが、そういう事例で複数回同じあめを２度３度使っておるよう

な記述もございまして、その辺に心配がございます。 

 市町に３ゲン、権限・財源・人間を渡すと言って、これはいいことのよう

でございますが、県の空洞化を招くんじゃないか。道州制を強く意識されて

いるのかな。私もかつては道州制賛成論者だったんですが、前回の市町村合

併やら、それから小泉改革、郵政改革を含めまして、ああいったことの事例、

結果を十分分析しないと、末梢神経といいますか、毛細血管の部分を弱体化
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して、ぬくもりが感じられない行政にならないかという危惧をしておるわけ

です。 

 ですから、拙速に事を起こしますと、国破れて山河ありならまだいいんで

すが、人心も破れて、組織も破れて、山河も人の住むことなく荒れるような

状況が来はしないか。そんな危惧があるわけですよ。ぜひこういった私の危

惧を解消していただくような御決意やお答えを、もう一度になるのかわかり

ませんが、いただければありがたいなと思うんです。 

 それで、いろんな改革をしておるときに、県民、それから職員が当然一枚

岩になってやっていただきたい。けど、私が疑念を持ちましたように、エリ

ートの東京で育ったというような印象を職員や県民に持たれることなくやっ

ていただくためには、やってみせ、言って聞かせてさせてみせ、褒めてやら

ねば人は動かない。山本五十六の言葉ですが、やる前に給料を削って人は動

かじにならないように、それも含めまして、いろんな改革をするときに、効

率化とかスリム化を進めるときに、角を矯めて牛を殺すようなことのないよ

うに、そんな思いで最後の知事の政治姿勢をお語りいただきたいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 御指摘をいただきました私の政治姿勢についてでありま

すけれども、その前にその中にもありました道州制のことを一言申し上げて

おきますけれども、私は道州制については重複行政の排除とか、あるいは広

域的な連携、そういうような観点からは一定のメリットはあると考えており

ます。 

 そもそも道州制というのは、一極集中、東京一極集中というものをなくし

ていこうという思想のものでありますから、道州制をやったことによって、

また例えばこの中部とか東海で名古屋一極集中というようなことがあっては、

そういう制度があってはならないと私は強く考えているところであります。

したがいまして、各地域が自立してやっていけるということを一番大切にす

る、そういう議論をやっていく必要があると考えております。 

 そして、私の政治姿勢でありますけれども、私もまだ36歳で足らざるとこ
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ろがたくさんあります。ですので、県民の皆さんや職員の皆さん、そして、

議員各位からしっかりと御指導をいただきながら謙虚に、そして、皆さんと

心を一つにして、職務を強い信念と覚悟を持って全うしてまいりたいと思っ

ております。 

 昨日一部の記者会見の中でも申し上げましたが、そういう他の選挙へのく

らがえなどのようなことは一切ございませんので、この与えられました４年

の任期をしっかり全力で取り組んで、皆様に結果を見ていただけるようにし

たいと考えております。 

   〔12番 吉川 新議員登壇〕 

○12番（吉川 新） ありがとうございました。 

 話し合い、耳を傾け、承認し、任せてやらねば人は育たず、やっている姿

を感謝で見守って信頼せねば人は実らずと言われております。知事、強力な

リーダーシップを御期待申し上げまして、優しい心を貫徹していただくこと

を望みまして質問にかえさせていただきます。どうもありがとうございまし

た。（拍手） 

○議長（山本教和） 20番 村林 聡議員。 

   〔20番 村林 聡議員登壇・拍手〕 

○20番（村林 聡） 度会郡から選んでいただいています自民みらい、村林聡

です。２期目も最年少ということですが、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、過疎対策についてからお伺いしたいと思います。 

 大きな一つの項目のそのうちの一つ目、過疎対策の基本的な考え方に入っ

ていきます。 

 私は、これまでも何度かにわたって本会議や予算決算常任委員会の総括質

疑などで、この過疎対策について議論をさせていただいてきました。そして、

残念ながらよい御答弁をいただけずに議論が平行線に終わったこともありま

した。今ここで、新しい知事にかわった今ここで、もう一度私の考える過疎

対策の基本的な考え方について議論させていただきたい。 

 私の考える過疎とは、それは自分の生まれた地域が大好きで、できればそ
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こに住み続けたいと望んでいる人が住み続けることができない、そういう悲

劇のことだと思っています。お年寄りがお年を召して亡くなってしまう。こ

れは大変に寂しいことではありますが、この人口の減り方は過疎ではありま

せん。若者をはじめそこに住みたい人が住めないこと、このことこそが過疎

の本質です。であるならば、人口流出そのものをとめることこそが過疎対策

の本質であるはずです。 

 先日の全員協議会で人口の社会減と自然減は違うと知事はおっしゃってく

ださいました。知事、改めてお伺いします。急激な人口減少によって生じる

様々な課題に手を打つのはもちろんですが、過疎対策とはこの過疎の本質で

ある人口流出そのものに対策をするということでいいでしょうか。御答弁を

よろしくお願いいたします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 村林議員より御質問いただきました過疎対策についてで

ありますけれども、地域の力を伸ばす県政の展開に当たっては、経済面や暮

らしの面で見られる格差を解消し、県内のどこに生まれてもどこに住んでも

よかったと県民の皆様が思える三重県にしていくことが重要であると考えて

います。このような中で、地理的条件などの不利な地域においては、若者を

中心に人口流出が続いてきたことにより地域の担い手が不足するなど、過疎

化が住み、地域の活力が低下しています。 

 このことから、次世代を担う若い方々がふるさとに定着し、希望を持って

暮らしていけるようにすることが過疎対策の重要な課題であると私は考えま

す。このため、地域産業の振興と雇用の場の確保、医療、教育、子育て環境

の充実など、経済と暮らしの両面の維持確保を図り、若者をはじめとした人

口流出の抑制に努めるとともに、地域の活力を再生していきたいと考えてい

ます。 

 特に雇用というのが私は大切であると考えております。自殺とか、児童虐

待とか、高齢者が１人で亡くなるとか、いろんな社会問題がありますけれど

も、そういうことを解決する観点からも、若者が地元に働く場があるという
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ことで家族や地域ときずなを持って暮らしていく環境ができる。その最大の

ポイントは地元に雇用をつくるということであると考えております。一朝一

夕には成果が出ることは難しいかもしれませんけれども、今後そのような観

点でしっかりと取り組んでまいりたいと考えております。 

   〔20番 村林 聡議員登壇〕 

○20番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。まさにそういう答弁をし

ていただきたいと思っておりました。本当にそういう御答弁をいただいて感

無量であります。本当にありがとうございます。今までこういう御答弁をい

ただけなかった。本当にありがとうございます。 

 では、基本的な考え方が一致したと、そのように思いますので、二つ目の

項目に移りたいと、そのように思います。 

 二つ目の項目、新しい豊かさと農林水産業というふうにさせていただきま

した。 

 知事は新しい豊かさというものを打ち出されました。これは過疎対策と同

じ軸の上に乗っているのではないかなと私は思うのです。新しい豊かさと過

疎対策、これはどちらも農山漁村や農林水産業の価値を見直すということを

ベースにして、それを根っこにしているのではありませんか。同じ根っこか

ら一方で新しい豊かさが、そして、もう一方では過疎対策という花が開くと

いうことではないでしょうか。 

 過疎が起こった経緯を考えてみます。高度経済成長が起こって製造業でこ

の国は成長するのだと。そのために、農林水産業は製造業よりもおろそかに

扱われました。農山漁村から労働力として都市部へ人口を集中させました。

それで都市部で世界を相手に富を稼いで、それを交付税という形で地方へ戻

す。この地方から都市へは人を、都市から地方へはお金をという取引をこれ

まで行いながらこの国は発展してきた。高度経済成長には適したモデルであ

ったと、そのように思います。そのおかげでこの国は大いに発展しました。 

 しかし、現在このモデルは行き詰まっています。だからこそ知事は新しい

モデルが必要だとおっしゃるのでしょうか。私はそのように感じました。知
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事はこうおっしゃっておられますよね。経済成長にかわる地域経営のモデル

が新しい豊かさなのだと。そして、そのモデルの資源として、豊かな自然と

か、地域の文化とか人々のきずなというようなものを上げておられます。こ

うした資源は農山漁村には豊富にあります。物質的に飽和して成熟したこの

日本の社会には新しい価値が必要です。それは生産額が多いとか少ないとい

うようなこれまでの経済的な尺度ではないはずです。それは農山漁村や農林

水産業を見直すということにほかならないと思います。 

 それは疲弊した農林水産業の未来を開き得る。そして、都市部の皆さんに

対しては、その新しい価値、新しい豊かさ、新しい幸せを提供し得る、そう

いうことでありましょう。いかがでしょうか、知事。私の今申し上げたこと

と知事のお考えに開きはありますでしょうか。もし大筋で同じであるという

ことであれば、新しい県政ビジョンにはこの農山漁村や農林水産業の価値を

見直すということが非常に大きな部分になるはずですが、どうでしょうか。

知事の御答弁をお願いいたします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 議員より、新しい豊かさと農林水産業の持つ価値を改め

て見直すということについて御質問をいただきました。成熟した社会におい

ては、経済的な尺度や物質的な豊かさだけではない新しい豊かさが求められ

ます。三重県は議員からも御指摘がありましたように、自然、歴史、文化な

ど、様々な資源に恵まれており、これらの資源を生かすことで新しい地域社

会のモデルを示していく、そういう可能性があるというふうに考えておりま

す。 

 私は、新しい豊かさについては、例えば人の役に立つことで幸せを感じる

ことや、家族や地域のつながり、食べ物や風景など、日本人がふるさととし

て思い出すようなものを大切にする気持ちや行動など、いろいろ考えられる

のではないかと思います。 

 農林水産業は豊かな自然とのふれあいの中で行われるものであり、農山漁

村には人や地域のつながりがまだ残されています。新しい豊かさは農林水産
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業や過疎対策、これだけを念頭に置いたというものではありませんが、議員

から御指摘いただいた、改めて価値を見直すということについては大変大切

なことであるというふうに考えておりますので、今後有識者の皆さんなどの

御意見、県民の皆さんの御意見、そういうものを踏まえ、新しい県政ビジョ

ンの中でいろんな議論、検討を行っていきたいと考えております。 

   〔20番 村林 聡議員登壇〕 

○20番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。 

 改めて価値を見直すという部分はやはり一致しておると、そういうふうに

御答弁いただいたと認識しております。これからの検討だということであり

ますけれども、新しい県政ビジョンにはそういうことをしっかり明記してい

ってほしいなと、そのように要望いたします。 

 もう一度（１）のほうの話にも関連するのでありますけれども、新しい県

政ビジョンには、過疎の本質へ対策するのだということを明記していただき

たい。どうかよろしくお願いしたいんです。そのためには、過疎の本質をあ

らわすような指標を置いてほしいのです。今まで、過疎の指標は何が置かれ

ておったか、御存じでありましょうか。交流人口というものが置かれており

ます。もちろん交流人口というのも大事なことなのでありますが、これは過

疎の本質をあらわしている指標ではないと私は思っています。 

 観光入り込み客数に近いような指標ではなくて、先ほど知事がおっしゃっ

ていただいたような若者が定着するとか、人口流出をとめるというものを直

接あらわす指標を置くべきだ、そのように考えています。今までも提案して

きたことでありますけれども、例えばゼロ歳で生まれた子どもが20歳や30歳

になるまでに何％残るのかとか、あるいは転入転出の差であるとか、まさに

社会減をあらわす指標は置き得るはずであります。どうかそういう指標を置

いていただきたい。そのようにお願いします。 

 そして、そういうふうに具体的に指標を置いていただければ、その指標を

達成するために具体的な施策を置かざるを得なくなるはずです。そうすれば、

先ほど一朝一夕ではできないというふうにおっしゃられましたけれども、地
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元に雇用をつくるということが大事なのだと知事はおっしゃっていただきま

した。この指標を達成するためには地元に雇用をつくるんだと。例えば三重

県南部であれば農林水産業というようなものできちんと働く場がなければこ

れは達成できないはずであります。そのように一つ一つ具体的に県政ビジョ

ンのほうには新しく明記していただきたい。本当にお願いを申し上げたいと

思います。御答弁をありがとうございました。 

 では、一つ目の過疎対策についてを終わりまして、次の２番の水産業の振

興についてに移りたいと思います。 

 これも二項目に分かれておりまして、一つ目が津波被害からの復旧復興と

いうことであります。 

 今回の大震災で被害に遭われた東日本の方々には心よりお見舞い申し上げ

ます。そして、この三重県内においても、40億円を超える水産業被害が出て

います。私の撮った写真つきのレポートをつくって提出したり、また、機会

あるごとに現場の窮状をこうしてお話もさせてもらってきました。昨年もチ

リからの遠地津波による被害を受けていて、２年連続で被災した方も多くい

ました。とにかく大き過ぎる被害にどこから手をつけていいのかわからない

とか、再建なんてできるんだろうかなんていう声が聞かれました。皆さんの

表情といい、こんな言葉が出てきてしまうことといい、とても力を落として

いるんだなというのも感じていました。 

 この再建への意欲の問題、そして、もともと漁業の経営というのは厳しく

て、既に借金がある上にさらに借金をするというようなことで、とても返し

ていけるとは思えないというようなこと。また、定置網、大きなお金がいる

んですけれども、これが国の激甚災害の指定から漏れているというような問

題、県は国にそのことを伝えて特に配慮してほしいことなどを申し上げてき

ました。伺うところによると、４月の12、13日で水産庁などにも要望に行っ

ていただけたとのことです。 

 それで、農水商工部長にお尋ねしたいと思います。 

 この６月の補正予算に東日本大震災による水産業被害の対応を盛り込んで
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いただきました。私がこれまで言ってきたようなことが反映されていると聞

き及んではおりますが、改めてこの本会議場で御答弁をよろしくお願いいた

します。 

   〔渡邉信一郎農水商工部長登壇〕 

○農水商工部長（渡邉信一郎） 津波からの復旧復興についてお答えをいたし

ます。 

 本県におきましては、東日本大震災によりマダイやカキの養殖などにおい

て約40億8000万円にのぼる甚大な被害が発生いたしております。そこで、ま

ずは早急な対策の必要なへい死した魚の処理、津波により損壊した養殖施設

等の処理、種ガキの確保などへの支援に取り組みました。 

 しかしながら、本県では昨年のチリ津波に続き２年連続で津波被害を受け

たことから、漁業者の経営状況が悪化しているだけではなく、再開意欲の喪

失も危惧をされております。そのため、今回提出をさせていただきました補

正予算案では、速やかに施設等の復旧復興を図るため、養殖施設や定置網の

復旧、稚魚等の購入資金の無利子化などに取り組み、養殖業の再開について

支援を行ってまいりたいと考えております。 

 さらに、漁業者の希望とやる気を生み出し、強い産地へと再生していける

ように、過去の債務の負担軽減、災害に強い新たな養殖体制の構築や販路拡

大等の促進などを支援するとともに、これらの事業については関係者と十分

協議をし、三重県水産業の復旧復興、再生に向けてしっかり取り組み、もう

かる養殖業の実現を目指してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔20番 村林 聡議員登壇〕 

○20番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。 

 定置網の部分も予算に入れていただいておりますし、過去の借金の借りか

えということも入れていただいております。非常に枠組みとして手厚いと思

いますし、感謝申し上げたいと思います。 

 その一方で、運用をしっかりしていただきたいと思います。せっかくのい
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い制度ですから、助かるようにきちんとしていただきたい。例えば既にこの

制度ができ上がる前に始めてしまっている人もおるわけです。そういう人が

不利にならないような運用とかもぜひとも心がけていただきたいと思います。 

 また、地元の方々とお話をすると、皆さん本当に断片的な情報の中で非常

に不安なままやっておられる方が多いです。僕がこうやって聞いてきたこと

を地元にやると、一部は知っておるけれども、一部は知らないとか、本当に

網羅的に知っておるという方は非常に少ないなと、そんなふうに感じておる

ところでありまして、もちろんこれから議決をしてからということにはなり

ますけれども、その後はぜひとも周知徹底を図って、知らないというような

ことがないようにお願いしたい、そのように思います。 

 また、今復興の部分、新しいもうかる漁業の部分についても御答弁をいた

だきました。現在三重県水産業・漁村振興指針というものをつくっていただ

いております。ありがたいことだなと思っておりますが、これからそういう

もうかる漁業にしていく。ただ、もとへ戻しても困ったままでありますから、

水産業を前へ進めていく中で本当にこれは大事なことだなと思っております。

できれば、その後は農業や林業には条例があるわけですが、水産振興基本条

例（仮称）というようなものをつくっていただければなと私は思っておりま

して、要望をさせていただきたいと思います。 

 では、二つ目の項目、（２）軽油引取税の免税延長の部分について入って

いきたいと思います。 

 漁船に使う軽油には免税制度があります。１リットル当たり32円10銭が免

税されております。ところが、今年度いっぱいでこの免税措置の期限が切れ

ることになっています。今、漁業の現状を見ますと、魚がとれなくなってい

るにもかかわらず魚価は低迷しています。そこへ原油価格の高騰を受けて燃

料代が上がってきています。 

 ただでさえ厳しい環境で漁船漁業の展望が見えない中で、免税の期限が延

長されないということになると、１リットルにつき32円10銭の負担が漁船漁

業にさらにのしかかることになります。ぜひとも延長すべきものであると思
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いますし、県議会としても３月に意見書を可決したところでありまして、三

重県としても、国に対して漁業の窮状を訴えて免税制度の延長を働きかける

べきだと考えますが、御所見をお伺いします。御答弁をよろしくお願いしま

す。 

   〔植田 隆総務部長登壇〕 

○総務部長（植田 隆） 軽油引取税の課税免除の延長について答弁させてい

ただきます。 

 軽油引取税は道路特定財源として昭和31年に創設され、その趣旨から例え

ば道路で使用しない漁船でありますとか、農業用機械などに使用する軽油は

地方税法において課税免除となっておりました。しかし、平成21年度の税制

改正によりまして、道路特定財源の一般財源化に伴いまして当該課税免除の

措置は平成24年３月31日までの３年間の経過措置とされたところでございま

す。 

 この課税免除の経過措置の期限が切れますと、課税免除対象者の負担が増

加し、業界でありますとか国民生活に大きな影響が及ぶことから、三重県議

会におかれましては平成22年の12月に軽油引取税の課税免除措置の存続等を

求める意見書、また、平成23年３月には、漁業用軽油に課される軽油引取税

の恒久的な課税免除を求める意見書を国に提出されております。県といたし

ましても、産業振興の面から国におきまして課税免除の恒久化等の適切な措

置が講じられるよう、今月末に実施をいたします平成24年度国の予算編成等

に関する提言におきまして提言、要望していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔20番 村林 聡議員登壇〕 

○20番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。 

 課税免除の恒久化までこの６月末の予算要望の中で国のほうへしていって

いただけるという御答弁であります。本当にありがとうございます。どうか

よろしくお願いしたいと思います。 

 事前の打ち合わせでは、ここでは余り最初はいい答えがいただけなさそう
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だったので、ここの質問に実は大層時間をかけておりまして、次々と部長さ

んに質問をしていく予定だったですので、時間がどうかあれですが、ぜひ本

当に想像以上のお答えをいただきましてありがとうございます。 

 漁業の窮状というような地域の実情を国へ伝えるのはやはり県の仕事であ

ると僕は思いまして、予算について知事を先頭にいつも国へ要望していって

いただいておるわけですから、そういうふうに盛り込んでいただけるという

ことは本当にありがたいことで、どうかよろしくお願いしたいと思います。

ありがとうございます。 

 では、大きな三つ目、特定鳥獣保護管理計画の変更についてという項目へ

入りたいと思います。 

 ４年前初めて当選させていただいてきて、一番最初に取り組んだ項目がこ

の獣害対策です。初めて所属させてもらった委員会、当時、環境森林農水商

工常任委員会という名前でしたけれども、そこでドキドキしながら初めて手

を挙げて発言させてもらったのが、第二次戦略計画に獣害対策という単語を

明記してくださいということでありました。 

 あのころは獣害対策という言葉がまだ明記されていなくて、野生動物の適

正な保護管理としか書かれていなかったんですね。僕が地元でいろんな方の

お話を聞いてきて、海へ行っても、山へ行っても、川へ行っても、どこの集

落へ行っても、大体口をそろえて獣害がひどいとおっしゃるのに、やはり地

元のそういう度会郡を通してこれだけ声を聞くということは三重県南部は少

なくとも同じような状況であるはずだ。三重県の半分は同じような状況であ

るはずにもかかわらず、獣害対策という単語が入っていないというのはちょ

っとおかしいんじゃないか。ぜひ入れてほしいんだというふうにお願いしま

した。そうしたら先輩議員さん方の応援もいただいて５カ所記述していただ

いたと、そんなことがありました。 

 その後、獣害対策プロジェクトができて、獣害対策担当参事もできて、獣

害対策を進めていただいておるということに敬意と感謝を申し上げます。し

かしながら、住民の皆さんから獣害が楽になったというように実感してもら
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えるにはまだ至っていないのではないでしょうか。 

 この間、大紀町の人からこんなことを言われました。山の方だったんです

けど、おまえなと、苗木が、小さい木がシカに食べられちゃうのは、知って

おるよなと。知っていますと。その木の皮をぐるっと１周食べられてしまう

とそこで水が通らなくなって枯れてしまうんですよねと。ああ、そうやと。

じゃ、大きな木もそういうシカの害に遭うということをおまえは知っておる

か。いや、済みません。知りません。どんなあれですかと言ったら、シカが

角を研ぐというか、こすりつける性質があるそうですね。それで大きな木に

こすりつけると、その木の値の一番いいのがちょうど角の高さぐらいなんや

そうです。そこにそれだけ傷がついてしまうと、もともと切り出して売って

もなかなかコストが合わない、値段が合わないと言っておるところに一番値

のいい部分が傷ついてしまうんだと。おまえが獣害対策を一生懸命やってく

れておるというのは話を聞いておるけれども、シカをちゃんと減らしてほし

いんだ。そんなふうに言われました。 

 林業もそうだし農業もそうだと。獣害という部分に余計なコストがかかっ

て本当にしんどいと。もちろんこれはコストだけのことではないんですけど、

本当に獣害というのはいろんな部分で、生きがいの部分まで奪いますし、大

変なあれなのであります。 

 そういう話が出るのもそのはずで、例えば今から質問しますけれども、シ

カは減っていないんですよね。シカについて４年前、私はこういう説明を受

けました。三重県内のシカの適正な生息頭数というのは１万頭です。ところ

が、今、４年前ですね。５万3000頭いますので、毎年6000頭ずつとっていき

ますと。そうすれば平成23年度末までに１万頭になります。それを聞いて、

本当に毎年6000頭ずつとっていくことで１万頭になるんですかというように

聞くとこういう答えが返ってきました。大学の先生にも入ってもらって検討

して決めているので間違いありません。そんなお答えでした。 

 地元で猟師さんなんかにお話を伺うと、とても6000頭ずつでは足りないと

思うと皆さん口をそろえておっしゃるんですね。それで、恐らく県としても
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計画より多目に毎年１万頭近くとったりしてきておるわけです。にもかかわ

らず、それで今どうなったのかと。今現在どうなのかといいますと、三重県

内のシカは７万7000頭になっているわけです。５万3000頭を１万頭にする計

画で三、四年たったら７万7000頭に増えていたわけですね。というわけで、

県は平成23年度末に適正頭数にできないことがはっきりして計画の変更をな

さいました。本来平成23年度末に１万頭にすべきものを４万4000頭というよ

うに変更しました。 

 さて、そこでお伺いします。 

 ニホンジカの特定鳥獣保護管理計画がこのように未達成となった原因は何

ですか。 

 そして、適正頭数である１万頭にはいつするんですか。 

 また、そのためには具体策が必要ですけれども、どのようなものをお考え

でしょうか。御答弁をよろしくお願いいたします。 

   〔辰己清和環境森林部長登壇〕 

○環境森林部長（辰己清和） ニホンジカの特定鳥獣保護管理計画、その達成

のことでございますが、そもそも特定鳥獣保護管理計画、三重県のほうでは

平成14年度から２期にわたり農林業被害が増大してきたということで、獣害

対策の一つのツールとして進めてきたところでございます。 

 現行計画は平成19年度から23年度ということでございますが、御指摘のと

おり当時の生息頭数はふん粒調査によりまして５万3000頭と。この５万3000

頭もかなりふん粒調査の年度ごとのばらつきが多いというところから、平成

14年から17年の平均をとりまして５万3000頭と充てたんです。例えば平成17

年はその単年度で参りますと10万6000頭の調査データが出たんですが、かな

りばらつきが多いということで５万3000頭をベースにしたということでござ

います。それから、計画末に生息数を１万頭となることを目標に掲げて捕獲

目標を年間7000頭に掲げたということでございます。これは年平均でござい

ますが。 

 それで、平成21年度までの実績で参りますと、計画の年間7000頭を上回る
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捕獲実績を上げていただいておりますが、平成21年度のふん粒調査による生

息頭数、今７万7000とおっしゃいましたが、単年度では６万2000で７万7000

は３カ年の平均値でございまして、単年度では６万2000というような状況に

なっています。最近出た数字では22年度の生息数は４万8000ということにな

ってございますが、いずれにしましても、御指摘のとおり当初計画より増加

しておりまして、まことに残念ながら23年度の目標生息頭数の１万頭の達成

が難しいという状況になっております。 

 この要因でございますが、全国的に三十数県がこのような計画をつくって

おるのでございますが、これも同じような傾向が出ておるんですけれども、

一つには、最近の暖冬や生息区域の拡大で食べ物が豊富になって繁殖数が予

想以上に増加しているということや、あるいは実際の生息数が推定数、我々

がふん粒調査でした推定数を上回りまして、計画した捕獲量が実際には足ら

なかったと。それで個体数を減らすようになってこなかったのではないかと

いうことが考えられるわけでございます。こうしたことから、今年23年の１

月にその計画を変更いたしまして、狩猟期間を１カ月延長し、捕獲目標数を

年間7000頭から１万2000頭に引き上げたところでございます。 

 それで、具体的に１万頭に達する時期ということでございますが、この１

万2000頭を年間続けてまいりました場合、あくまでもこれはシミュレーショ

ンでございますが、平成25年度には約１万5000頭、それから、26年度には

5000頭ということになりまして、26年度には１万頭を下回るということが一

応計算上では試算されるわけでございます。 

 それで、今後の具体的な策ということなんですが、まず本当に１万頭とい

うのは１平方キロメートルに３頭ぐらいの密度ということで、ここをぜひ目

指していきたいと思っておるんですが、これを達成するためには保護管理を

行っていく対象が御案内のとおり自然界ということもございまして、ふん粒

調査や推定方法による生息数と実際の生息数の乖離も考えられるということ

から、被害状況、これも今後加味しながら、計画におきましてはしっかりと

まず捕獲目標数の設定をできるように検討してまいりたいというのが一つで
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ございます。 

 そして、その捕獲数を確保する具体的な対策といたしましては、現在捕獲

頭数の緩和ということで１人１日当たり３頭までということになってござい

ますが、そういうことの緩和であるとか、狩猟期間の延長を今年いたしまし

たが、それをさらに拡大するというような規制緩和策の導入を検討するとと

もに、農水商工部と連携いたしまして、大量捕獲方法の実証実験を行うなど、

適切な対策を選定していきたいと、このように考えまして、ぜひ獣害、シカ

が減ったと実感できるように目指していきたいと考えております。 

 以上です。 

   〔20番 村林 聡議員登壇〕 

○20番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。 

 大量捕獲実証実験に入られるということでありますけど、そこに興味があ

ります。夜鉄砲は打てないんですね。夜の夜打ちはだめだと。そうやもんで、

シカが安心し切って道路上に群れでおります。国道の上でもおります。車か

ら僕がおりてどなっても逃げません。というような状態であります。ですか

ら、大量捕獲、ぜひ夜のシカを一網打尽にする方法を開発していただきたい。

それができれば労力もコストも少なく、しかも夜里の近くにおりてきておる

群れ、これはもう確実に悪さをしておるシカの群れであります。それを群れ

ごととれれば、その周辺の集落は劇的に楽になるはずです。 

 そうすれば、今度は、今回獣肉の利用という予算もつけていただいており

ますけれども、利用もうまくできるのではないでしょうか。新鮮で数がそろ

うということが可能になります。僕は人間が食べるのが一番であるというふ

うに前々から提案させていただいております。そういうことも利用というこ

とを考えると、やはりそういうふうに夜に大量に捕獲するということが必要

になると思います。それもほかの肉の代用品ではなくて、シカの肉のおいし

さというものをぜひ打ち出していただきたいなというような気もします。夜

の大量捕獲の点を一つ提案したいということですね。 

 それともう一つ、わなの口径の問題です。今、三重県はクマが出るという
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ことで、クマを保護するということでわなの口径を12センチというふうにし

てもらっています。ところが話を聞くと12センチではなかなかとれないと。

三重県じゅうどこにでもクマが出るわけではないと思うのです。三重県内で

もクマの出ない地域というのはあると思うんですね。ですから、一律に12セ

ンチというのではなく、出ない地域は緩和していただいてもいいのではない

かなという点を指摘したいと思います。 

 今、県のほうは鉄砲の免許は非常に大変なので、わなで対応するんだとい

うふうにおっしゃっていただいておりますので、特にそういうことが必要で

はないかと、そのようにまず提案したいと思うのでありますが、いかがでし

ょうか。再質問で。 

○環境森林部長（辰己清和） 大量捕獲の点につきましては、獣害対策プロジ

ェクトと協働でしっかりとやっていきたいと思います。夜の部分がどうであ

るか、もう少し私も勉強しなければなりませんが、福井県でもやられておる

ということでございますので、その辺でうまくいくようにしていきたいと思

います。 

 それから、わなの件でございます。議員御指摘のとおり、紀伊半島のクマ

についてはかなり減少という部分も指摘されておるところもございますが、

他県ではそのわなを大きくしてということをやられておるところもございま

す。それから、猟師さんに聞きますと、最近イノシシのほうがわなでたくさ

んとられるようになって鉄砲より少なくなったというようなことも聞いてご

ざいますので、その辺のところをしっかりとよく検討して、ほかに危惧を与

えないような格好で適切な対応をとっていきたいと考えております。 

   〔20番 村林 聡議員登壇〕 

○20番（村林 聡） ありがとうございます。 

 続いて、もう一度再質問しますが、予算の裏づけというのは非常に、本当

にこれだけの数を減らしていこうと思うと必要だというふうに思います。こ

れは度会町で言われた話なんですけど、狩猟する方だったので、とってこい

ということであればやはりお金が幾らついておるかというのは非常に重要で
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あると。今の状況では、犬のえさにするとき以外にはシカをとることはない

とおっしゃっていました。そのときにお話がよく出るのがメスジカ１頭１万

円という話です。シカはオス１頭に対してメスがたくさんという群れをつく

りますので、オスをとってもオスが入れかわるだけで数には影響がないわけ

ですね、繁殖する数には。ですので、メスジカをとるということを県は取り

組んでいただきました。 

 その話を僕が地元で、度会町でしたときに、おれたち１万円ももろうてへ

んでとおっしゃった。あれ、おかしいですね。じゃ、ちょっと調べますと言

って聞いたら、そもそもこの予算は450万円しかない。度会町に幾ら行って

いるんですかと言ったら15万円しか行っていない。15頭とったら終わりだか

ら、それを小分けにして１頭3000円で度会町は運用なさっておった。そうい

うことだったんですね。450万円でも少ないというのに、今回その予算を環

境森林部は削られました。なぜでありましょうか。それにかわるものがある

のか。御答弁いただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○環境森林部長（辰己清和） 従来１頭１万円をメスジカに出しておりました

のは、結局シカの場合、群れの中で一夫多妻制であるということで、メスジ

カをかなりなくすということが減るということで、それを林業被害があると

いうようなことから対応しておったのでございますが、今年度から獣害対策

プロジェクトのほうで、従来どちらかといったら網を張るという部分から捕

獲のほうにも取り組んでいこうというようなことで、中山間地域活性化新獣

害対策事業と、このような枠の中に県単独で、予算額4225万円で捕獲隊の活

動推進、あるいは被害を減少させるための個体的調整等について、その部分

を求めてつくっていこうと、総合的にやっていこうということになりました

ので、シカだけ私ども単独でするよりも総合的にそれぞれの市町でも防除計

画を立てられておりますので、一体的に行ったほうがいいのではないかとい

うことで今回そこに統合したということでございます。 

   〔20番 村林 聡議員登壇〕 

○20番（村林 聡） 今、県単でとおっしゃいましたね。その4200万円ですか。
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それは恐らく実施隊と言われる予算ではありませんか。それは本当に4200万

円が捕獲にすべて使われるのでありましょうか。それでこの平成25年に１万

5000頭というようなことを目指されるのですか。それで十分な予算と言える

のかどうか、もう一度御答弁をお願いしたいと思います。 

○環境森林部長（辰己清和） 私は事業名で申しましたので、4224万5000円と

いうことでございますが、御指摘のとおりこの予算の中には野生生物による

被害対策のための基本調査、それから、捕獲技術の推進というようなことも

含めてございますが、捕獲隊を組んで実際にとっていただくために使っても

らう部分がかなり多いというふうに聞いてございます。 

   〔20番 村林 聡議員登壇〕 

○20番（村林 聡） 捕獲隊をつくっていただくということはすばらしいこと

だと思いますが、やはり今までやってきて計画が未達成になった。できなか

った中で、今まであった予算をばっさり切ると。それでそちらへシフトなさ

るということでありますけれども、本当にそれでいけるのか。正味の中身が

本当に幾らぐらいあるのかということがちょっとまだわかりにくいなと。 

 環境森林部が特定鳥獣保護管理計画をつくられる主管の担当部であります

ので、獣害対策プロジェクトという取組は本当にすばらしいのでありますけ

れども、責任の所在を、計画をつくった部としてきちんととっていくんだと

いうそのための予算をいきなりばっさり切るということはちょっと腑に落ち

んところがありますので、どうかこれから予算の裏づけをしっかりしていっ

ていただきたいということを要望いたしまして獣害の項目を終わらせていた

だきたいと、このように思います。よろしくお願いします。 

 では、大きな４番目の項目、救急医療の地域格差というところへ入ってい

きます。 

 この問題についても、これまで何度か質問してきました。この問題につい

ては、もう一度原点に立ち返って基本的な部分から知事にお伺いしたいと思

います。 

 医師不足というのが根本的な問題で、医師不足を解消できれば現在起きて
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いる病院の問題や救急の問題など、様々な問題が解決します。しかしながら、

お医者さんを十分に増やすまでには10年ぐらいはかかってしまうのではない

でしょうか。やはりお一人の方が一人前になるという期間を考えても、それ

ぐらいかかってしまうのではないでしょうか。ならば、それまでの10年をど

う生き延びるのかということだと思うわけです。お医者さんをすぐには増や

せないのであれば、救急の面から取り組んでいくことで少しでも県民の安

全・安心を高めることができないか、こういう問題意識を持ってきました。 

 地域に住んでいる者として、実際に救急車で運んでもらった自分の経験や

親戚や知り合いの御親族の話などを聞いていますと、非常に厳しい救急事情

があります。よく私たち議員は救急車の県内平均の到着時間が６分とか７分

であるというような説明を受けるのでありますが、すべてそういう時間で到

着しているわけではないですよね。交通事情であるとか、純粋に消防署から

の距離の問題で差があるはずです。例えば私の住んでいるところでは、どん

なに順調に走っても20分はかかります。そして、そこから伊勢の山田赤十字

病院までとなるとさらにもう１時間かかります。県内の収容までの平均時間

が35.5分であるということと比べるととても大きい差があります。 

 知事の政策集には命の格差は許さないと書いてくださっています。こうい

う、その地域に住んでいたから助からなかったというような格差は、あって

はならない格差であると私も考えます。知事、県の責任でこの格差を縮めて

いくために積極的に取り組んでいくのだという決意をお聞かせください。よ

ろしくお願いします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 救急医療の格差についての御質問でございますけれども、

緊急の処置、または治療が必要なけがや病気などに対して、それぞれの症状

に応じた適切な医療が提供されるよう、市町が中心となって休日夜間応急診

療所などによる初期救急医療体制、病院群輪番制などによる二次救急医療体

制の整備が行われています。県としましては、輪番病院の非常勤医師の雇用

や勤務医の休日、夜勤の手当に支援を行ってきています。また、高度で専門
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的な医療を提供する救命救急センターを設置するなど、三次救急医療体制の

整備に努めてきたところであります。 

 しかしながら、医師不足により一部の地域において救急医療体制の維持が

困難な状況となっており、救急医療体制の整備充実を図る上で医師の確保が

課題となっています。また、軽症な患者が二次救急医療機関を受診したり、

救急搬送において受け入れ先の医療機関が速やかに決まらない事案があるな

どの課題もあります。このため、県としましては、引き続き市町、三重大学、

医療関係団体等と連携しながら、地域の救急医療体制の整備充実に引き続き

取り組んでまいります。 

 具体的には、医師、看護師をはじめとする医療従事者の確保、救急医療情

報システムによる初期救急医療機関の情報提供、傷病者の搬送及び受入れの

実施に関する基準の運用による搬送先が決まらない事案の解消、救急救命セ

ンターの設備整備や運営支援などに努めます。さらに、地理的に陸路の搬送

に時間を要する地域の三次救急医療体制を充実させるため、本県独自のドク

ターヘリの平成24年２月の運航開始に向けて準備を進めてまいります。 

 議員から御指摘がありましたとおり、命に格差があってはならないという

私の思いは変わりません。引き続き大変難しい課題ではありますけれども、

全力で取り組んでいきたいと思いますし、また、議員も提案しておられるよ

うな小規模ないろんな救急車の配置、そういうものについては市町が一義的

に責任を持っているところでありますけれども、そういう広域消防の検討と

かの中で市町とも働きかけや意見交換などをして、少しでも前に進めるよう

に努力をしてまいりたいと考えております。 

   〔20番 村林 聡議員登壇〕 

○20番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。大変難しい課題ではある

けれども、ちょっとずつでも前に進んでいくようにという御決意をいただい

たと、そのように思います。ありがとうございます。 

 知事がぜひ取り組んでいっていただきまして、その中で再質問させていた

だきたいと、防災危機管理部にお聞きしたいと思います。 
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 前回の一般質問で私は救急車の到着目標時間を定めるべきだということを

申し上げました。助かる命を助けるためには、本来救急車は何分以内で到着

するべきなのでしょうか。そのための目標時間を設定してもらえないかとい

うことです。誤解のないように申し上げますが、これは何も時間内に着かな

いからといって現場やその他のだれかを責めるというものではありません。

この目標時間を設定することで、どうやってもその時間内で着かない地域と

いうものをはっきりさせるのが目的です。そういう地域は救急の弱い地域な

のですから、じゃ、何らかの手当てをしなければなりませんねという議論を

始めるための指標になるわけです。 

 前回こういう質問をしたことで、防災危機管理部から消防本部のほうへこ

の目標時間を定めるためにいろいろとお話をしていただきました。このこと

には感謝申し上げます。また、私自身が複数の消防本部でお話を聞くための

機会も設けていただきました。御礼申し上げます。しかし、現場の消防本部

でお話を聞いてわかってきたのですが、消防本部に目標時間を設定してもら

おうという話とは違うのです。現場の消防本部の皆さんが努力してくださっ

ていることはわかっています。その現場が努力しても限界があって無理だと

いう地域を明らかにして、その地域を県としてどうするのかを聞いているの

です。消防本部の話ではなくて、県全体の救急医療をどうするのかという話

なんです。 

 そこで、防災危機管理部に御質問します。 

 救急車の到着目標時間、例えば15分というようなものを内部の基準として

持ちませんか。繰り返しになりますが、これは必ず15分で到着しなければな

らない時間ということではなくて、いわゆるスタンダード、この基準より時

間のかかる地域は救急の弱い地域として何らかの手当てをしていく。それを

明らかにするための内部の指標ということです。御答弁をお願いします。 

○防災危機管理部長（大林 清） 救急搬送に係る到着時間につきましては、

昨年度市町と消防本部ですけれども、意見交換もさせていただきまして、そ

れぞれの消防本部のお考えも確認をさせていただきました。 
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 その中では、県全体といいますか、県としてのそういう目標時間を設定す

ることについては、地理的な状況であるとか、それぞれの消防本部の体制も

違うということで難しいのではないかという御意見をいただいたのが大多数

でございました。また、実態として、消防本部単位で目標を設定していただ

いているところもありますし、また設定をしていないところもあるというふ

うに確認をさせていただきました。このような状況の中で、県として、例え

ばおっしゃった15分がいいとか、そういうのを設定するということは非常に

難しいのかなというふうに思っております。 

 それと、もう一つ、やはり救急の大原則はできるだけ早くということだと

思いますので、何をもって時間を設定するかということも、また国の基準

等々もない中で、そういう面からも難しいのかなというふうに思っておりま

す。ただ、できるだけ速やかに現場に行くとか、病院に運ぶということは大

事ですので、そうしたことについては今後とも消防本部の方々とも意見交換

して要請をしていきたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

   〔20番 村林 聡議員登壇〕 

○20番（村林 聡） ですから、そういうことではなくて、内部の基準なので、

消防本部が難しいからということではない。だから、それができないから責

めるということでもないわけです。知事の政策集の中に15分ルールというも

のが書いていただいておりました。いわゆるそういうようなものだと思うん

です。それも現場に対して何かを押しつけるのではなくて、だから救急が弱

いのだから、県として何かしなければいけないんだというための指標なので

す。ですから、消防本部が、現場が厳しいからようもたないんだと言ってい

るところを無理無理県が押しつけてというような数値ではないということを

もう一度言ってお願いしたいと思います。 

 健康福祉部へ次にお聞きしたいんですけど、ここまで議論してきたような

救急の弱い地域に光を当てて命の格差をなくしていく視点で、ドクターヘリ

を運用するということでよろしいのでしょうか。そうであれば、おのずとド
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クターヘリがどこへ着陸すべきかということも決まってくるはずです。済み

ませんが、簡潔に御答弁をよろしくお願いします。 

○健康福祉部長（山口和夫） 本県におきましては、ドクターヘリの導入を検

討しておりまして、特に搬送時間の要するところとか、離島、僻地におきま

して、そういった地理的に陸路搬送に時間を要する地域での有効性が認めら

れるところでございます。また、今後ドクターヘリの着陸場所等につきまし

ては、これから運用を検討する中で関係機関、消防等と議論して確認されて

いくと思っております。 

 以上でございます。 

   〔20番 村林 聡議員登壇〕 

○20番（村林 聡） そもそも県内で医師のファーストタッチに時間のかかる

地域があって、それを縮めようとするのがドクターヘリのスタートだったと

聞いておりますので、ぜひそういう視点を持って取り組んでいただきたいと

要望します。 

 縦割りではなくて総合的に、今、知事のほうも難しい課題ではあるけれど

も、ちょっとずつ取り組んでいくんだということでありましたので、総合的

にそういう視点を持って、救急の格差を縮めるんだという視点を持って、救

急やドクターヘリの部分に取り組んでいっていただきたいとお願いして、最

後の項目へ行きます。 

 津波からの避難対策についてです。 

 今回の津波とか、去年のチリの遠地津波からのときに、自分も避難したり

してきて見えてきたことをお話しします。避難所に行って、例えば夕方から

この間の津波だと、次の警報が解除するまでというと、夕方から一晩を越し

て次の昼までずっと避難所にいなければいけません。このときに毛布とか食

料というのは本当にあったのでしょうか。晩御飯は出たんでしょうか。それ

もないのに、おり続けろというのはちょっと無理があるんじゃないでしょう

か。それで避難率が0.7％だったとか、そういうのは無理があるように思い

ます。 



 －180－

 本当の震災と大津波ならば長く避難生活をすることになると思いますので、

こういう避難場所を快適にするということも大事でありましょうし、避難訓

練の際には、真剣な中にも快適でみんなと顔を合わせて楽しいというような

要素があってもいいのではないか。それが助け合いのきずなになるのではな

いかということを思いましたので、ぜひ避難意識を高めるという呼びかけば

かりではなく、そういうもう一工夫もいただきたいということを要望にとど

めさせていただきます。 

 二つ目は、三つあるんですが、三つとも要望にとどめますが、二つ目は、

私の住んでいる南伊勢町は今町長が町政説明会ということで38ある集落で全

部一つ一つ町政説明会をしています。その中で、本当に意識が高まっておる

ということを感じています。町民のほうから避難訓練をしてくれと。それも

タイムをはかってというような、それも早急にというような声がどんどん出

てきています。町長も説明会の前に避難所や避難経路を確かめたりしてもう

見直しが始まっています。それで財政的な負担が非常に大きいということが

見えてきていますので、県のほうも財政の支援をよろしくお願いしますとい

うのが二つ目。 

 三つ目は、このように市町がばらばらに今もう見直しを始めておりますの

で、早急に県として科学的な根拠のある、どれぐらいの高さへ避難所を設け

たらいいんだというような根拠のあるガイドラインを示していただきたい。

恐らくこの９月までにつくるという緊急地震対策行動計画がそのガイドライ

ンに当たるようなものではないかと思うのですけれども、ぜひお願いしたい

と思います。 

 済みません。最後はちょっと駆け足になりましたが、避難対策についても

よろしくお願いして、私の一般質問とします。どうかよろしくお願いします。

ありがとうございました。（拍手） 
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休          憩 

○議長（山本教和） 暫時休憩いたします。 

午後０時２分休憩 

                                    

午後１時０分開議 

 

開          議 

○副議長（中村進一） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

質          問 

○副議長（中村進一） 県政に対する質問を継続いたします。23番 中川康洋

議員。 

   〔23番 中川康洋議員登壇・拍手〕 

○23番（中川康洋） 公明党の中川康洋でございます。ヘアスタイルはどちら

かといいますとみんなの党の渡辺代表に似ておりますが、心と思いは純粋な

る公明党でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 今回の質問は知事に問うとの表題で、今回新たに三重県政を担うことにな

られた鈴木知事に対して、我が公明党の重要政策でもあります医療、防災対

策、そして、子育て支援の３点について質問をいたします。よろしくお願い

申し上げます。 

 初めに医療の分野から、これまでも我が公明党が一貫して推進を主張して

まいりましたがん対策、その中においても今回は特に県内におけるがん専門

病院の整備推進について知事のお考えを伺います。 

 この問題については、平成22年の２月会議においても我が同僚議員の今井

議員が、県民の命を守るとの立場から当時の野呂知事に対して提案をさせて

いただいておりますが、この問題は県が平成20年度に策定をいたしました三

重県がん対策戦略プランに基づき、これまでがん診療連携拠点病院の整備や

放射線療法及び化学療法の推進、また今回の６月補正において予算が計上さ
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れております地域がん登録制度などを推進する中で、その次の対策として、

整備推進を進めていかなければならない喫緊かつ最重要の課題の一つである

と考えております。 

 知事は今回の知事選において発表されたその政策集の中で、（現物を示

す）私は今日この議場に持ってまいりました、大事にさせていただいており

ます。このがん専門病院については、その医療・介護・福祉の章において、

県内においてがん専門病院の整備に向けた取組を進めると書かれているのと

ともに、私どもと交わしました政策協定書の中でも、その医療の項目におい

て、特にがん対策については県内にがん専門病院の整備を進めることと明記

をしております。 

 そこで、まず初めに県民の命を守る政治を進める観点からも、このがん専

門病院の整備推進について知事の御決意を伺います。 

 次に、在宅医療の充実推進について伺います。 

 この在宅医療の充実については、平成20年度から５カ年の計画で進められ

ております第４次の三重県保健医療計画にもそれなりには表記されておりま

すが、今後急速に進む高齢化や医療技術が発展する中において、この在宅医

療はがん患者などそれぞれの患者が急性期から回復期、維持期を経て地域生

活へと戻るために重要な役割を果たすものであり、この在宅医療の分野が確

立していかなければ、医療提供の入り口となる急性期医療の患者受け入れな

どが円滑に機能しなくなってしまいます。ゆえに在宅医療を充実するという

ことは、多様な疾病やけがの発症から回復までの一連の流れの終着点となる

ゴール地点を整備するということであり、この在宅医療の充実こそが切れ目

のない医療を提供するという意味においても、今後県がその医療政策の重要

な柱の一つに位置づけなければいけない課題と考えます。 

 しかし、前述した第４次の三重県保健医療計画では、その計画の柱が国か

ら示された４疾病５事業、具体的には４疾病とはがん、脳卒中、急性心筋梗

塞、糖尿病、さらに５事業とは小児救急を含む小児医療、周産期医療、救急

医療、災害医療、そして僻地医療の５事業でありますが、この４疾病５事業
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に限定をされているため、県はこの計画において切れ目のない医療を提供す

ると言っておきながら、この在宅医療の充実、推進についてはその柱から外

れております。 

 また、同じく平成20年度から５カ年の計画で進められております三重県が

ん対策戦略プラン改訂版においても、この在宅医療の推進は今後のがん治療、

がん対策において重要な役割を果たすにもかかわらず、この戦略プランの重

点課題には位置づけられておりません。 

 そこで、私はこの在宅医療の充実推進については、今年度並びに来年度に

おいてその必要性や重要度を十分に検討するとともに、平成25年度から始ま

る第５次三重県保健医療計画においてはその医療計画の柱に、また、同じく

25年度から始まる三重県がん対策戦略プランにおいてはその重点課題に位置

づけるべきであると考えますが、いかがでしょうか。お考えを伺います。よ

ろしくお願いいたします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 中川議員より御質問いただきましたがん専門病院の整備

推進について、私のほうからお答えをさせていただきたいと思います。 

 本県では、平成20年８月に改訂した三重県がん対策戦略プランに基づき、

がんの予防、早期発見、がん医療の充実などを施策の柱として総合的ながん

対策を進めているところであります。がんの専門的な医療については、国が

専門的ながん医療の提供体制の構築や地域のがん診療の連携協力体制の構築

などを目的に、がん診療連携拠点病院制度を推進しております。本県では、

県全体のがん医療の拠点となる県がん診療連携拠点病院として三重大学医学

部附属病院が、地域がん診療連携拠点病院として二次医療圏を基本とした五

つの病院が、国から指定されています。 

 がん診療連携拠点病院制度では、県がん診療連携拠点病院は放射線療法部

門や化学療法部門を設置し、専門的な緩和ケアを提供するほか、これらを組

み合わせた効果的ながん治療の提供や、地域がん診療連携拠点病院に対する

支援など、県におけるがん治療の中心的な役割を担うこととされています。 
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 県といたしましては、まずは県内においてより高度で専門的ながん医療提

供体制を構築するためには、県がん診療連携拠点病院の機能強化を図ること

が重要であると認識しております。御指摘いただきましたがん専門病院の整

備については、現在のこれらの取組の検証を踏まえ、今後総合的に検討して

まいりたいと考えております。 

   〔山口和夫健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（山口和夫） 私からは、在宅医療に関しまして御答弁申し上

げます。 

 現在の第４次三重県保健医療計画、平成20年から24年度の５年間の計画、

これは厚生労働大臣が定めました医療提供体制の確保に関する基本方針、ガ

イドラインを踏まえまして、４疾病５事業を中心に地域におけます切れ目の

ない医療提供の実現、良質かつ適切な医療提供体制の確保などを目指すこと

としております。また、４疾病のうちがんにつきましては、三重県がん対策

戦略プラン、これも平成20年から24年度の５年間の計画でございますが、こ

れに基づきましてがんの予防、早期発見、がん医療の充実などを施策の柱と

して総合的ながん対策を進めております。 

 在宅医療につきましては、住みなれた地域や家庭での療養が選択できるよ

う、在宅療養支援診療所や訪問看護ステーションの充実など、在宅医療支援

体制の構築を保健医療計画等に位置づけ、その取組を進めているところでご

ざいます。急速に進む高齢化や医療技術の発展によりまして、長期にわたる

療養や介護が必要な患者が増加しており、住みなれた地域で安心して暮らせ

ることができるよう、一層、在宅医療を推進していくことが必要であると認

識しております。このため、次期保健医療計画や三重県がん対策戦略プラン

の改訂に当たりましては、今後示されます国の基本方針、ガイドラインや地

域の実情等を踏まえながら、御指摘の在宅医療の位置づけ方や推進の具体的

な方策について検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔23番 中川康洋議員登壇〕 
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○23番（中川康洋） 知事はじめ部長、大変ありがとうございました。 

 がん専門病院につきましては、今の状況における機能強化を図りながら、

その状況を検証し、そして総合的に御判断、御検討をいただくという御答弁

をいただいたかというふうに思います。いつまでかというのは、やはりこれ

は様々なハード面の部分もありますので、ここで問うものではありませんが、

やはり総合的な検討をしていただけるという部分で、その先には県民の方が

本当に安心してこの県内でがん治療、またがん手術を受けることができるそ

の体制がつくられるものというふうに考えております。 

 といいますのは、今がん診療連携拠点病院、これは６病院ありますけれど

も、これはがん治療の均てん化を図るという意味において非常に大事だとい

うふうに思うんですね。基本的には、一般的ながんに関してはその地域の拠

点病院で治療、手術をする。これで私は十分だと思います。しかし、残念な

がら、その１割ないしは５％ぐらいにおいては、さらに高度な技術を必要と

する患者さんというのが三重県内におられるんですね。そういった方々は今

どうしているかというと、お隣の愛知県の県立がんセンター等に行かれたり

とか、さらには県外の病院に行かれている方が多いです。愛知県のがんセン

ターで聞きますと、その初診外来の大体１割は三重県の方だというふうに言

われております。私はこの県内にもがんの専門病院を早急に整備して、そし

て、県内で安心して治療を受けることができるその環境、これをつくること

がやはり県民の命を守るその医療政策につながるのではないかというふうに

思っております。 

 この専門病院、私は独立したものを建てろというふうには余り思っており

ません。既存の病院の中にいわゆるがん専門病棟みたいなものをつくって、

そこに高度な手術をできるような医療設備、例えばサイバーナイフでありま

すとかそういったものを入れる。そして、人材の確保をすれば、私はその機

能を果たすことは可能ではないかというふうに考えております。 

 政策集にお書きをいただきまして、そこにいつまでということではありま

せんので、総合的に検討という御答弁で私は今日は十分であるのかなという
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ふうに思っておりますが、今後具体的な検討、さらには充実をよろしくお願

いいたします。 

 さらには在宅医療におきまして、部長のほうから、今回の第４次に関して

は国から示されたガイドラインに従って４疾病５事業の充実を図っているん

だというお話がありました。しかし、この第５次に向けては在宅医療に関し

て具体的な検討を図っていきたいという私は前向きな答弁をいただいたとい

うふうに認識をしておりますが、お話をいただいたというふうに思っており

ます。 

 医療においてインプットばかりのところを充実しても、アウトプットの部

分の整備がなされなければ、県内の医療というのはおのずとして崩壊をして

いくんじゃないかなというふうに思います。そういった状況において、この

在宅医療の持つ使命、役割というのは今後大変に大きいものがあるというふ

うに思っております。今答弁にもありましたとおり、訪問診療を行うドクタ

ーの養成や訪問看護ステーション、さらには拠点病院と診療所との連携、こ

ういったことが具体的に必要になってくるというふうに思いますけれども、

そういったことを具体的に進める意味においても、今年度ないしは来年度中

にしっかりとした検討を行って、25年度からの第５次の医療計画にはそれが

重点課題、さらには柱として明記される、このことを強く望むものでござい

ます。 

 というのは、県が平成18年に調査をしていただいた県民が望む医療という

アンケートがあるんですけれども、その状況を見ますと１位はがん、２位は

救命救急なんですね。３位に在宅医療というふうに入っているんです。やっ

ぱり県民の望む医療というのはもう在宅医療が非常に高いところに来ている

んじゃないかなというふうに思いますので、その充実を図ってほしいなとい

うふうに思いますし、残念ながら県内で最期お亡くなりになる場所がどこか

という部分で、多くの県民の方は、一説には８割ぐらいはやはり病院で今で

もお亡くなりになる方が多いというふうに言われております。私はこれの一

つの要因、原因は在宅医療の充実がまだまだなされていない、この原因があ
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るんじゃないかなというふうに思います。 

 その患者さんが家族等にも配慮をし、気を使いながら、本当は最期の自分

自身が終えるところを自宅でという思いがあっても、そういった訪問看護で

あるとか診療体制がしっかりしていなかったら、最期は住みなれた家で迎え

たい、こういったことはなかなか言えないんじゃないでしょうか。そういっ

たことを自分の思いとして伝え、そして、最期をどこで迎えるのかという意

味においても、この在宅医療の充実というのは医療政策のアウトプットの部

分を拡充する意味において大変重要なものになってくるというふうに思いま

すので、ぜひとも具体的な検討をよろしくお願いしたいと思います。 

 そうしましたら、次に防災対策について御質問をさせていただきます。 

 初めに、防災総点検運動の実施の考え方について、知事のお考えを伺いま

す。 

 この防災対策、特に総点検については知事もその政策集の中で、電力、ガ

ス、水道などのライフラインや既存の各種防災計画などのゼロベースでの総

点検や抜本的見直し、また、橋、道路、堤防、公営住宅などの総点検、さら

には避難場所、ハザードマップなど、県庁を挙げての防災総点検の実施など、

ハード、ソフト両面での総点検をあらゆる角度から行うと明記をしておりま

す。私はこの政策集の内容については基本的に高く評価する一人であり、ぜ

ひこの内容を適宜実施していただきたいと考えておりますが、あえてこの内

容をもう少し補完させていただくのであれば、私はこの総点検運動を行う主

体として、県庁の職員や市町だけではなく、そこに県民の目線や県民の視点、

さらには県民の参画という要素を加えるべきではないかと考えます。 

 前述いたしました我が党との政策協定書においても、この防災総点検運動

については暮らしの安全を第一に避難場所の指定やハザードマップの見直し

など、県民挙げての防災総点検運動に取り組むことと明記をさせていただい

ておりますが、3.11の東日本大震災発生以降、県民の皆さんの防災に対する

意識はこれまで以上に高まっており、そのようなときだからこそこの県民目

線、また県民参画という視点は大変重要なのではないかと考えます。 
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 そこで、確認的に伺いますが、今回知事がその政策集の中で示されたハー

ド、ソフト両面における総点検及び防災総点検運動については県庁の職員や

市町だけで行うのではなく、そこに日ごろの生活の主体者である県民の目線

や県民の視点、さらには地域住民の参画を加えた上での総点検運動であると

考えてよいのか。知事の御認識を伺います。 

 次に、少し具体的な内容として、被災者支援システムの県内市町における

導入推進について伺います。 

 この被災者支援システムとは、阪神・淡路大震災で壊滅的な被害を受けた

兵庫県西宮市が独自に開発をしたものであり、災害発生時の住民基本台帳の

データをベースに被災者台帳を作成し、被災状況を入力することで罹災証明

書の発行、支援金等の交付、救援物質の管理、仮設住宅の入退去等を一元的

に管理できるシステムです。ちなみに、このシステムについては現在総務省

の外郭団体であるＬＡＳＤＥＣが無償で提供をしており、申請、登録さえす

ればどの自治体でも導入できるようになっております。 

 災害発生時は何よりも人命救助が最優先ですが、その次に必要となってく

るのは被災者への支援であり、中でも生活再建に向けてなくてはならないの

が罹災証明書です。この発行には住民基本台帳、家屋台帳、被災状況という

三つのデータを照合、確認する必要がありますが、これらが独立して存在し

ている場合、災害時に照合、確認作業に手間取り、この証明書を発行するに

も多くの時間を必要としてしまいます。しかし、震災後、このシステムを導

入した宮城県山元町では、被災状況を入力するだけで罹災証明書が円滑に発

行されているほか、義援金などの交付や減免等で新たな申請を不要とするな

ど効果を発揮しています。また、庁舎が被災した福島県須賀川市でも、この

システムの導入により罹災証明書発行とほぼ同時に義援金が振り込まれるよ

うになったといいます。 

 このように災害発生時においては、行政の素早い対応が被災者支援並びに

復旧復興には不可欠であり、特に東海・東南海・南海地震の発生が予想され

る本県市町においてもこのシステムの導入はその災害発生時において大きな
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効果をもたらすものと考えられます。 

 そこでお伺いしますが、この被災者支援システムの利活用については、既

に４月28日付の総務省からの事務連絡において各都道府県に伝えられている

ところですが、本県においてはその情報を既に県内市町に伝えられたのかど

うか、お伺いします。 

 また、仮に伝えていたとしても、その伝え方がただ事務的に伝達したので

は何ら意味がなく、東日本大震災発生後の今だからこそ各市町が積極的に申

請、導入するよう、この有効性や効果も含め推進することが肝要であると思

いますが、いかがでしょうか。これまでの県の取組及び推進の考え方につい

てお答えください。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 中川議員より御質問をいただきました防災総点検運動に

つきまして、私のほうからお答えを申し上げたいと思います。 

 ３月11日に発生いたしました東日本大震災では、強大な津波が避難所等を

襲い、多くの住民が犠牲となりました。議員からも御指摘がありましたよう

に、東海・東南海・南海地震の発生が今世紀前半にほぼ確実視されている本

県においては、今回の地震の教訓を生かすために地震対策、その中でも特に

甚大な被害を出した津波対策、こういう観点から総点検に取り組む必要があ

るということでスタートいたしました。 

 避難所の津波からの安全度を把握するために、海岸や河川からの距離、標

高、情報伝達手段の有無などを調査項目に含めた県内すべての、約3200ある

んですけれども、避難所状況調査をスタートしているところであります。ま

た、県独自の津波浸水予測調査を実施し、市町に避難所の再点検や見直しを

求めてまいります。さらに、地域における津波避難計画や避難訓練、自主防

災組織の活動状況についても点検を行います。 

 県内の一部の市町、例えば南伊勢町の田曽浦地区などではタウンウオッチ

ングとして住民自ら地域を歩き、自らの目で地域の危険を確認し、避難所ま

での経路を話し合い、住民自らの手で防災マップを作成している地域なども
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あります。このように住民の皆さんの目線、意見を生かして取組を進めてい

くことは大変重要であり、県内全域に広がっていくよう県として市町と連携

し、技術的なアドバイス等を行うなど、支援を強化してまいりたいと考えて

おります。 

 自助、共助の意識を高めるという意味においても、防災総点検運動に県民

参画の視点を取り入れるということは大切なことでありますので、今後もよ

り一層市町との連携を深め、県民皆様と一緒になって取組を進めてまいりた

いと考えております。 

 ちなみに、県内の自主防災組織の組織率は92.4％でありますけれども、住

民が地域での防災活動に参加した割合というのは26.1％となっております。

今、防災技術専門員や三重防災コーディネーターなど、いろんなことでアド

バイスなどを進めておりますけれども、一層県民参画を進めていくような取

組に力を入れてまいりたいと考えております。 

   〔小林清人政策部長登壇〕 

○政策部長（小林清人） 被災者支援システムについてお答えいたします。 

 御指摘のシステムにつきましては、今回の東日本大震災を受け、総務省等

から改めて情報提供がありました。それで、３月23日、５月６日、２回にわ

たって各市町のほうに御案内をいたしました。このシステムについては、実

際に被災した西宮市でも利用されているという形でございまして、我々も有

効なシステムであるというふうに判断しております。本県の市町におきまし

ては、既に18の市町で導入の検討がされているところです。 

 ただ、このシステムにつきましては、地図情報システムとの連携を図った

り、それから、被災者の安否情報、避難所や救援物資の管理など、データの

収集の方法とか体制など、事前に検討しておくべき課題もございます。そう

したこともございますので、防災危機管理部等関係部局とも連携しながら、

今後とも市町に対しては積極的な助言等の対応に努めてまいりたいと思って

おります。 

   〔23番 中川康洋議員登壇〕 
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○23番（中川康洋） それぞれの御答弁、大変ありがとうございました。 

 防災総点検運動につきましては、防災総点検運動という名称も非常に私は

県民にわかりやすい名称だなというふうに思います。そして、3.11以降県民

一人ひとりの防災に対する意識というのは今までにないほど確実に高まって

おるというふうに私も肌で感じております。これはある意味ピンチでありな

がら大きなチャンスだというふうに思っております。また、日ごろからその

場所で生活をしておる地域住民だからこそわかる課題、こういったものがあ

るんじゃないでしょうか。 

 先ほどは南伊勢町のタウンウオッチングのお話をいただきました。やはり

そういった活動というのは非常に大事だというふうに私も思っております。

そこから出てくる課題というのを、すべて県とか防災対策の一義的に取組を

しなければいけない市町は全部取り入れよということではないというふうに

思います。その中において非常に重要な視点、また、職員ではわかり得ない

ような課題、こういったものが見えてくるのではないかなというふうに思い

ますので、今回の大震災を機にソフト面、さらにはハード面において、県民

目線、県民参画という視点で県内全域でこの総点検が行われる。こういった

ことをより進めていただきますようよろしくお願いします。 

 さらには、被災者支援システムにおいて今部長からお話をいただきました。

既に２度にわたり事務伝達をしていただいているということと、現状18の市

町で導入の検討をされておるというお話をいただきました。今回このシステ

ム、今まではシステムの改変を自由にすることができないというふうになっ

ておりましたが、この大震災を機に自由に改変してもいいというふうにもな

りました。そういったことも含めて、その有効性を今後もお伝えいただきた

いというふうに思います。 

 残りました時間、子育て支援の質問をさせていただきます。具体的には乳

幼児医療費助成制度について知事のお考えを伺います。 

 この問題については、今から４年前の平成19年６月議会において、私自身

の県議会での初質問として、その対象年齢の拡大と窓口負担の無料化につい
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て質問をさせていただいたのをはじめ、これまでも委員会等で何度か取り上

げさせていただいております。また、県議会としても、平成19年12月に設置

をいたしました福祉医療費助成制度の見直しを行うための政策討論会議にお

いて鋭意議論をされ、当時の野呂知事に申し入れ等も行っております。 

 そこで、単刀直入に伺いますが、知事は今回の政策集の中でこの医療費助

成制度については、その対象年齢を小学校６年生まで引き上げると明記をさ

れておりますが、この対象拡大、本当にやる気があるのかどうか、改めてお

答えください。 

 といいますのも、この医療費助成制度の実施主体はあくまで市町であり、

いまだ実施対象が小学校就学前の市町においては、その自治体において新た

な財政負担を強いることになるため、この問題については当該市町と慎重に

協議を進めていく必要があると思います。また、県の負担額もおよそ9.4億

円となり、その財源の確保も必要になってくるのではないでしょうか。私は

この小学校６年生までの対象年齢の引き上げは基本的に歓迎するものであり

ますが、その実現にはどうしてもこれらの問題を無視することはできないの

ではないかと考えます。その解決策も含め、知事のお考えをお聞かせくださ

い。 

 また、同時に、この乳幼児医療費助成制度におけるこれまでの現場からの

要望は、その対象年齢の拡大とともに現物給付、いわゆる窓口での無料化で

あります。この問題についてはこれまでも様々な場で議論がなされてきてお

り、いまだ幾つかの課題があることも承知をしておりますが、現場の、特に

小さな子どもを持つ親の思いにこたえる意味においても、そのお父さんやお

母さんと年齢も近い知事のこの窓口無料化についてのお考えを伺います。よ

ろしくお願いします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 小学校６年生までの医療費無料化の件につきましての御

質問であります。この小学校６年生までの医療費無料化につきましては、県

予算の確保だけではなく、先ほど議員からも御指摘がありましたように、未
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実施の市町において新たな予算措置や条例改正が必要となることであります

ので、今後制度の実施主体である市町と十分に協議をしながら、県が押しつ

けということではなくしっかりと協議を進めて検討をしてまいりたいと考え

ております。 

 あわせて御指摘がありました現物給付につきましては、利用者にとって窓

口の支払いがなくなる、そういう利便性が向上するというメリットはありま

すけれども、一方で実施に伴う医療費の増加による県、市町の助成額増加、

あるいは国庫負担金等の減額措置などによる国民健康保険や被用者保険等の

医療保険財政への影響が大きい、そういった課題もございます。また、実施

主体である市町からも、現物給付の実施は困難、または慎重な検討を要する

との意見もいただいております。 

 なお、助成方法については、平成13年から自動償還払い方式としており、

少しでも受給者の皆さんの手続の負担軽減という観点で取組を進めていると

ころであります。私といたしましては、安心して子育てができる環境を整備

するという観点からは現物給付よりも対象拡大を優先して、これからも慎重

に検討を進めてまいりたいと考えております。 

   〔23番 中川康洋議員登壇〕 

○23番（中川康洋） ありがとうございました。残された時間は少ないですが、

先ほどの医療費の無料化につきまして、前半の部分は知事の決意を伺えたの

ではないかと思います。そして、実施主体である市町とも鋭意議論をしてい

く、そして、実現をするという決意を聞かせていただきました。いつまでに

というのは、私は今日はここでは問いませんけれども、ぜひとも期待をした

いと思います。 

 後半の窓口の無料化、今までの議論の踏襲に終わったなというふうに思

っております。後ろで山口部長が苦笑いをしておりますけれども、これは

新しい知事を迎えてこれから鋭意議論をさせていただきたいと思いますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。これからも公明党の重要政策であ

る命を守る政治をどんどん新知事に提案してまいりたいと思いますので、
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よろしくお願いします。 

 以上で公明党の質問を終わります。ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（中村進一） 10番 中西 勇議員。 

   〔10番 中西 勇議員登壇・拍手〕 

○10番（中西 勇） 皆さん、こんにちは。松阪市出身のみんなの党の中西勇

です。議会運営委員会でいろいろと配慮をいただき、今回質問させていただ

く機会を得ましたこと、この場をおかりして感謝申し上げます。どうもあり

がとうございます。新人ですので初めての質問ですが、今日はよろしくお願

いしたいと思います。 

 本日の質問ですが、二つあります。一つ目は新県立博物館の建設の続行

について、二つ目は人件費、公務員給料についてでございます。 

 まず、新県立博物館の続行についてですが、あえてここで質問させてい

ただきたいと思います。 

 ６月３日の知事の説明での検証では不十分だと思っております。なぜなら

知事は公約の中で税金の使い方の大改革を行う、そして、歳出はすべてゼロ

ベースで見直すとしています。先ほど公明党の中川議員も見せておられまし

たが、（現物を示す）この中にもそのように書いてございます。先般の新県

立博物館の建設の続行という知事の説明は本当に税金の使い方の大改革でし

ょうか。歳出すべてゼロベースでの見直しでしょうか。結果的には現状維持

で、以前の野呂知事が進めてきた博物館推進の説明と何ら変わっていないと

言わざるを得ません。 

 また、鈴木知事は選挙戦を通じて、改革か現状維持か、改革なら鈴木英敬

をと言って今回多くの県民の皆さんに支持され当選したのではないでしょう

か。６月４日、博物館建設続行の新聞記事が出ました。それを見て私のもと

に多くの方から電話やメールをいただきました。その内容は、公約を守らな

いではないか、今までの県政を変えてくれる方だと思っていたのに残念だと

か、また最初から何もできないのではこれから信用できない、そういった内

容の電話、メールがございました。私も同感した部分がございます。 
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 鈴木知事に投票した多くの県民は、新県立博物館の建設をはじめすべての

事業をゼロベースで見直しすることに期待をしていたし、特に新県立博物館

の建設は県政改革のシンボルと位置づけて見ていました。見直しとは検証し

て修正し直すことではないでしょうか。この知事の腰砕けの検証での建設続

行には、私は残念でなりません。再度ここで鈴木知事に公約や県政改革にか

ける思いをお聞かせ願いたいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 中西議員より御指摘をいただきました新県立博物館の検

証について、また、私の改革に対する思いについてお答え申し上げたいと思

います。 

 私は選挙を通じて知事の就任に当たり、歳出見直しの観点から県のすべて

の事業をゼロベースで見直すと申し上げ、この新県立博物館についても聖域

ではないと申し上げさせていただきました。したがって、その意味は続行、

中止の結論についての予断を一切持つことなく検証を進めると、そういう意

味で申し上げさせていただきまして、その点につきましては６月３日の全員

協議会でも御説明をさせていただいたところであります。 

 その結論について予断を持っていないということが十分に伝わっていなか

った。見直すということは必ずやめるということだという気持ちを県民の一

部の方に持たせてしまったということについては、私の説明が足りなかった

ことではないかというふうに感じております。しかし、今回様々な検証を通

じて、後ほど議論があるかもしれませんが、七つの項目、歳出削減、運営費

の削減、そういうものをやっていくことで続行という決断をいたしました。

決断をした以上はぶれることなくしっかりと覚悟を持って、県民の皆さんに

対して御説明をしてまいりたいと考えております。 

 また、改革につきましては、この新県立博物館のことだけではなく、今後

の私の県政における様々な政策への対応、その結果、それを見てぜひとも御

判断をいただきたいというふうに思いますので、もし一部に失望された方が

おられますなら、その思いを回復できるよう引き続き改革に向けて努力を進
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めてまいりたいと考えております。 

   〔10番 中西 勇議員登壇〕 

○10番（中西 勇） 鈴木知事、どうもありがとうございます。しっかりすべ

てに対してゼロベースで見直しをしていただきたいと思います。 

 ここで少し事例を紹介したいと思います。群馬県の話ですが、選挙公約

で市庁舎の建設をゼロベースで見直し、歳出削減された例があります。今

後の博物館建設や他の事業改革の参考にしていただければと思います。 

 群馬県太田市、清水聖義市長は当選直後から直ちに当初の予算233億円の

市庁舎の新築工事を、基礎工事が終わっていたにもかかわらず、平成７年６

月に施行中の新築工事の一時停止、約６カ月間を請負業者に指示しました。

そして、設計変更し、無駄を排除し、最終的には158億円とし、平成10年３

月に竣工しました。実に75億円もの歳出削減を実行しました。ここで清水市

長は、いろいろと衝突はあるが、首長がやろうと思えば何でもできると言っ

ていました。要するに覚悟を持ってしがらみを排除し、本気でやるかどうか

の問題だと思います。 

 私は議員になってから博物館の資料を精査し、現場の視察も２回行ってき

ました。私なりの検証結果として、また、建築士として削減できるところを

少し指摘したいと思います。 

 まず、設計変更をすれば簡単に10億から15億円ぐらいはコスト削減できる

ところがあると思います。ただし、設計変更料の設計料はかかります。例え

ば新博物館の空調設備ですが、地熱を利用して冷暖房をしようという計画に

なっております。いわゆるヒートポンプ式水蓄熱方式でございます。非常に

高額な設備なんです。これが必要であるとは私は思いません。この空調設備

を一般のヒートポンプ式空調に変えれば、機械室、今500平米、600平米弱の

機械室がございますが、機械室の建築費と設備費が数億円削減できるのです。 

 仮に地熱利用の冷暖房設備が環境によいとしても、少し問題視されている

と思いますが、地下水の変化や経済性、維持管理費用についても問題が出て

くると思います。そして、５年、10年、15年とたったときに果たしてその地
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下水がいつまでも利用できるかわからない状態でございます。本当に有効か

どうか検証が必要です。 

 また、今、省エネ、違う電気をということで太陽光発電も搭載をしていま

すが、たった20キロワットなんです。本当に採用するのであれば屋根全面に

太陽光パネルを設置して、もっと多くの発電ができるようにするべきです。

しかし、イニシャルコストがかかります。当たり前のことなんですが。だか

ら、竣工してからでも設置できるようにしておけばよいという考え方があり

ます。太陽光発電のパネルもコストは年々下がっております。時期を見てつ

ける方法があるはずです。このような、この時点での検証が必要であったと

思いますが、説明がございませんでした。 

 民間企業では、イニシャルコスト、ランニングコストを含めいろいろな角

度から検証し、一番経済的で効率的なものを採用します。この新博物館は空

調以外にも民間では考えられないぜいたくの宝庫、まさに現代の宮殿のよう

だとも言えます。改革を標榜する知事なら、民間企業の経営者の発想、思考

を持ってもう一度内容を考えていただきたいと思います。 

 次に、少し別な角度から新博物館の見直し案ですが、今、東日本大震災が

起きたこの時期だからこそ展示物の見直しをしていただきたいと思います。

それは万が一地震があったときには、この博物館も避難場所として利用でき

るようなことは考えていただいていると思いますが、展示物のメーン、大台

ヶ原や鈴鹿山脈、そういったジオラマというよりも、防災拠点としての三重

の現状を取り入れた海岸付近の防災に関しての展示や過去の地震に対する展

示、また三重県特有のリアス式海岸のジオラマ、模型ですね。そして、マグ

ニチュード９レベルで起きる津波による被害を想定し、試作的にいろんな港

湾整備や防波堤、避難所、災害を防止するシミュレーション的なジオラマを

製作すれば、まさしく三重県民が安全で安心して暮らせる三重県防災構想の

イメージづくりになるのではないかと考えます。 

 博物館をつくるより、この土地がいかに三重県民の皆さんの役に立つもの

になるかを優先的に考えるべきだと私は思います。まだまだ時間もあり、変
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更もできます。しっかり考えていただきたい。今のままでは博物館ありきの

検証です。どれだけこの博物館を充実させても、知事が視察した年間45万人

が来場すると言われる滋賀県立琵琶湖博物館のようにはならないと思います。

規模、展示物、資料内容、運営方法が全く違うと思います。 

 県民に税の負担をお願いするのであれば、もっと時間をかけて真剣に考え

ていただきたい。このまま完成していけば10年後にはフルコスト８億円以上

の税負担がかかるお荷物の博物館になりかねません。鈴木知事の検証論点は

博物館ありきでの検証であることや、検証作業について既存の博物館視察や

知事と担当部局だけの検証なので、余り意味のなさない不十分な検証である

と言えます。 

 ゆえに特別な諮問委員会を設置し、専門家や有識者による建築物の抜本的

な見直しをはじめ、まだ発注業務の済んでいない展示方法、展示物、運営方

法等の内容精査を含め、もう一度細部にわたり検証し、予算の削減のための

設計変更や代替案を県民に示し、意見聴取してから結論を出さなければ本当

のゼロベースからの見直しとは言えないと思います。少し結論が短絡的では

なかったかなと、そのように思います。 

 以上質問としたいのですが、再検証並びに諮問委員会設置と展示物の見直

しについてどのようにお考えか、聞かせていただきたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） 御指摘をいただきました点につきましてでありますけれ

ども、検証が不十分なのではないかと。短絡的なのではないか、真剣さを欠

いているのではないかという御指摘をいただきましたが、そのようなお言葉

をいただくことは大変残念であります。 

 公式、非公式にもたくさんの方々の御意見も伺いました。この間、県民の

声という形で多くの方々からも御意見をいただき、私はゆっくり時間をかけ

るというよりも、工事も始まっており、いたずらに結論を先延ばしするより

は、一日でも早く結論を出したほうがいいということで検証作業を進めてき

たつもりであります。ですので、真剣さを欠いているとか、短絡的とか、そ

ういうお言葉をいただくことは大変残念であります。 
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 ちなみに、先ほど中西議員がおっしゃった空調、太陽光パネルについても

既に検証をしており、空調については、イニシャルコストは一般のヒートポ

ンプよりも高くなることは事実であるけれども、フローのコストについては

約６割削減ができるということも確認をしております。太陽光パネルについ

ても、確かに数が少ないとはいえ、昼間の執務室、調査研究室における照明

の電力量は賄えるということも確認をしてやっております。 

 しかし中西議員がおっしゃったように、今後、１円でも県民の皆さんの血

税でありますから節約に努め、削減をしていく。これは大変重要なことであ

りますので、プロの中西議員の御意見もいただきながら、その節約に努めて

まいりたいと思っておりますし、先ほど最後に御質問のあった運営方法、展

示内容、外部有識者などの諮問会議につきましては私が整備の条件として、

前提として出させていただいた七つの項目の中にも書かせていただいており

ますので、早急に委員会を立ち上げ取組を進めてまいりたいと考えておりま

す。 

   〔10番 中西 勇議員登壇〕 

○10番（中西 勇） 少し言葉がきつかったようで申しわけございません。た

だ、今予算の件、120億円と言われている総予算、これは平成20年10月に決

まっている予算でございます。もっと絞れて、今、発注業務を絞った状態で

されておりますので、その点最後までしっかり削減できるところはしていた

だいてやっていただきたいと、そのように考えております。 

 それでは、二つ目の質問、人件費についてですが、今回知事報酬削減に

対し知事の覚悟を見せていただきました。心から敬意を払いたいと思いま

す。私も選挙公約で議員報酬20％削減、期末手当50％削減、議員定数20％

削減と訴えてきました。三重県の財政改革には公務員の給与削減は避ける

ことができず、削減を推進するならばまず議員自ら身を切るべきだと私は

思っております。だから、人件費削減について質問をさせていただきます。 

 人件費削減の事例として、大阪府の例をお話しします。橋下大阪府知事

は府職員に対して破産会社の従業員の自覚をと述べ、大幅な賃金カットを
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したことは記憶に新しいと思います。財政非常事態宣言を発し、2008年度

予算で380億円の人件費削減を柱とする歳出削減案を上げていました。その

他私学助成などの事業見直しで440億円の削減、大阪府所有施設売却などで

280億円の歳入増を確保し、予算総額で1100億円を捻出するよう指示をしま

した。 

 その方法に基づき、大阪府当局は総額約350億円の人件費削減案を５月に

労働組合へ提示しました。また、警察官、教職員を含めた一般職の基本給

削減率は管理職12から16％、非管理職４から10％、３年間実施する案です。

平均削減率が12.1％となり、退職金の手当の５％カットもしました。その

結果、平成22年度の大阪府の給与水準は、国家公務員を100として比較する

ラスパイレス指数が就任前の101.8から92.7となり、47都道府県で46位とな

りました。一つの成功事例ではないでしょうか。ちなみに、三重県は101.9

で上から７番目でございます。 

 そこで、鈴木知事に質問をしたいんですが、ここにも（現物を示す）し

っかり上げてみえます、選挙公約で総人件費総枠20％削減と上げてみえま

す。今回補正予算で役職公務員の給与を少し削減されましたが、特例とい

うこともあり、まだまだ不十分だと思います。大阪府の例を見ても厳しい

数字であるとは思います。しかし、鈴木知事の歳出削減のこれからの計画

的な試算はどのように考えてみえるでしょうか。そして、この４年間の中

でいつまでにどのようにやるかを教えてください。確かに大阪府の場合で

も、労働組合からの厳しい抵抗もあったと聞いております。最後に鈴木知

事の覚悟を含めて見解をお願いしたいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 御質問いただきました総人件費の２割削減、私が政策集

に掲げていたものについてでありますけれども、御案内のように本県の財政

状況は、歳入面では雇用・経済情勢の先行きの不透明さが増す中、県税収入

に多くを期待することが困難な状況、歳出面では社会保障関係経費や公債費

の増加が見込まれるなど、一段と厳しい状況となっております。こうした厳
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しい財政状況の中、将来世代に負担を先送りすることのないよう聖域を設け

ることなく、すべての歳出をゼロベースで見直し、税金の使い方を変えてい

くことが必要であります。 

 総人件費の抑制につきましては、これまで三重県で行ってきた取組なども

さらに加速しながら、今後取り組む新たな行財政改革の中で県民へのサービ

ス提供、職員のモチベーション、そういうものにも留意しながら、私の任期

中であります平成26年度末に向けて職員数及び給与、その他様々な面から十

分に議論、検討し、実現できるよう取組を進めてまいりたいと考えておりま

す。 

   〔10番 中西 勇議員登壇〕 

○10番（中西 勇） ありがとうございました。 

 時間いっぱいになってきましたが、本当にゼロベースでいろんなことを見

直していただいて、この三重県を、今、財政状況は本当に厳しい中で変えて

いかなあかん、変えやないかんと僕も思っております。本当にみんなで頑張

っていかないと変わらない状況だと思いますので、ぜひその点をお願いして、

私もみんなの党を１人で、一人会派ということで大変つらい思いをしており

ますが、一生懸命頑張っていきますので、議員の皆さん含めみんなで協力し

て県をよくすることを考えておりますので、今後ともよろしくお願いしたい

と思います。ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（中村進一） 15番 森野真治議員。 

   〔15番 森本真治議員登壇・拍手〕 

○15番（森野真治） 伊賀市選挙区選出、新政みえ所属の森野真治でござい

ます。議長のお許しをいただきましたので、通告に従いまして質問をさせ

ていただきたいと思います。本日５番目ということで執行部の皆さんにも

大変お疲れのことと存じますが、どうぞよろしく御答弁のほどお願い申し

上げたいと存じます。 

 それでは、まず最初に震災支援・対策についてでございます。 

 質問に先立ちまして、３月11日に発生いたしました東日本大震災におきま
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して、亡くなられた皆様方の御冥福をお祈り申し上げますとともに、被災さ

れた皆様方に心からお見舞いを申し上げたいと存じます。 

 さて、東日本大震災に対しまして、発生当日から現在に至るまでたくさん

の三重県民の方々がいろいろな立場で被災地に支援に行かれております。こ

れらの方々に心より敬意を表しますとともに感謝を申し上げるところでござ

います。 

 行政が法律等の定めによりまして行う人的、物的支援には限界があり、実

際には多くのボランティアの支援により補完されているのが事実です。さら

に、行政が行う支援については、すべて経費等に措置されているもの、個人

や団体が任意に行うものについて支援はございません。そこで、今回はこれ

ら被災地へ支援に行かれるボランティアに対する支援策についてお伺いいた

します。 

 義援金を募金箱に入れたり、あるいは支援物資を役所へ持っていったりす

ることに比べますと、現地でボランティアとして支援を行うには現地でのボ

ランティア活動以外に現地までの交通費や現地での生活費など、大変なコス

トがかかります。基本的にボランティアは自己完結型であることは理解いた

しますけれども、今回は被災地が余りにも遠いところでございますので、気

持ちはあっても少し敷居が高いと感じる方も多いのではないでしょうか。 

 県としては「みえ発！ボラパック」という岩手県山田町へのボランティア

バスを毎週お出しいただき、抽せんになるほどの応募があるとお聞きしてい

ます。岩手県山田町への支援については、県としてもしっかりとした取組を

早い段階から継続的に続けられており、高く評価されていることもお聞きい

たしました。これは今後も息長くぜひ続けていただきたいと思いますが、こ

れ以外にも個人や団体で様々な形で被災地へボランティアに行かれていると

思います。 

 そこで、１点目として、県の主催するボランティアパック以外で災害ボラ

ンティアに対する支援についてはどのように行われているのか、お伺いいた

します。 
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 次に、非常食と非常用飲み水についてお伺いいたします。 

 今回の災害では、災害発生当初は現地での食料や飲み水が確保できないた

め、支援に行かれる際に県の備蓄している非常食や飲み水を持っていかれた

とお聞きいたしました。もちろん現地での備蓄分は現地の被災住民の皆様の

ためのものでありますし、今回のように想定外の規模の災害ではそれも足り

なかった地域もあると思います。自衛隊のようにキッチンカーを持っている

わけでもございませんので、当然の判断かと思います。 

 そこで、２点目として、三重県では現在どのような基準で非常食と非常用

飲み水を備蓄されているのか、お伺いをいたします。 

 以上２点お願いいたします。 

   〔大林 清防災危機管理部長登壇〕 

○防災危機管理部長（大林 清） それでは、私のほうから備蓄について御答

弁をさせていただきます。 

 今回の大震災時における食料品等の備蓄につきましては、自助、共助の考

え方に基づき、住民自らが発災後３日間分の備蓄はしていただくように、市

町とともに住民の方に啓発してお願いをしておるところでございます。そし

て、また住民自らが備蓄を補完するために、各市町におきましても大体平均

で２日から３日分ぐらいの飲料水とか食料の備蓄を行っていただいておりま

す。県のほうの備蓄といたしましては、災害対策本部を立ち上げたときにど

うしても初動体制で職員の食料等が要りますので、大体2500人分程度の３日

間分ということで備蓄を進めておるところでございます。 

 ただ、今回の東日本大震災の中では、広域に及ぶ津波被害等により発災当

初から多数の避難者が出たということで、なかなかこれまでの備蓄だけでは

対応ができなかったという状況がございます。現在県としては地震対策の見

直しを進めておりますけれども、そうした食料の備蓄とか、そういったこと

についても今後供給体制でありますとか、調達の方法等も含めて非常に重要

な課題だと思っておりますので、検討を進めてまいりたいと思います。 

 以上でございます。 
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   〔北岡寛之生活・文化部長登壇〕 

○生活・文化部長（北岡寛之） ボランティアに対する支援ということでござ

いますけれども、三重県が入っておりますみえ災害ボランティア支援センタ

ーにつきましては、交通費の半額ということで１万円の負担をいただいてお

りますが、県内にはたくさん様々な形でボランティアに参加される方がおみ

えになります。例えば県の災害ボランティアセンターではなくて、市町にも

災害ボランティアセンターがございますし、それからＮＰＯ、あるいは企業

等の組織の一員として、あるいはまたさらには全くそういう組織に属さずに

個人として参加される方もおみえになります。 

 ということで、私どもとしましては、県のみえ災害ボランティア支援セン

ターで一般の県民の方を広く募集しており、そこに参加していただいた方に

ついては一定の経費の負担を考えておりますけれども、全体ということにつ

きましては、今のところちょっと全体の把握もできておりませんし、そうい

った形での負担については現在のところは検討しておりません。 

 以上でございます。 

   〔15番 森野真治議員登壇〕 

○15番（森野真治） ボランティアについては現在の枠組みのままと。また、

非常食については検討をいただくということでございました。 

 一昨年度、防災の常任委員会に私も所属させていただきました。その際に、

先ほどからもお話がありましたチリ沖の地震の発生がちょうどあったわけで

ございますけれども、当時の委員会でも津波が到達するということで避難指

示、避難勧告が出たわけでございますけれども、ほとんどの方が従われなか

ったということで大変問題になりました。その際、当局では実際にまちが津

波に教われたＣＧ映像をつくりまして、これを各地で啓発に使っていますと。

今後も続けていくとおっしゃいました。 

 しかしながら、残念ながら今回の津波においても、やはりほとんどの方が

従われなかった。そういう現状でございます。さすがに今回のように悲惨な

映像が毎日、新聞、テレビ等で報道されておりますので、前回よりはましな
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んだろうとは思うんですけれども、それにつきましても体験をしたわけでは

ございませんので、本当のところどうなんだろうかという思いはございます。 

 そういう意味でもできるだけたくさんの方に、県民の方に現地へ行ってい

ただいて、見て肌で感じていただく。このこと自身が防災意識の向上に必ず

直結をいたしますし、ましてやボランティアで行かれるわけでございますの

で、今後県内での災害発生時の自助や共助に必ず役に立つ。そういう意味で

もぜひ積極的な支援をしていただいて、県としてどんどん現地へボランティ

アを送るような努力もしていただきたいと、このように思っております。基

準づくりなど難しい面はあると思いますけれども、ぜひ前向きに御検討いた

だきたい。このようにお願いを申し上げたいと存じます。 

 また、非常食と非常飲み水についてですけれども、検討いただくという

ことでございますが、今後三重県が被災した場合に、先ほどは住民の方自

身でまず３日間、市町がそのバックアップということもおっしゃっており

ましたが、今回のような大災害が起こるとなると市町自身の備蓄倉庫も被

災をする可能性もあります。そういう意味で、それも含めたバックアップ

体制として、県職員の分だけとは言わずに、やはり県としても市町のある

一定のバックアップ部分というのを当然担うべきだというふうに考えてお

ります。 

 広域防災拠点をせっかく整備いただいておるわけでございますので、そ

ういう場所にその防災拠点を管轄する管内の例えば20％とかいうことで、

市町が想定している分の一定割合を備蓄するなど、県としての具体的なバ

ックアップについても考えていただきたいと、このように考えるわけでご

ざいます。これらの２点につきまして、もしお答えがありましたらお願い

いたします。 

○防災危機管理部長（大林 清） 御指摘いただきましたように、今回非常

に広い災害ということで、宮城県の場合ですけれども、最大で約30万人の

方が避難者となったと。食料品につきましては、当然できる限り毎日３食

要るということで、大変な量の備蓄が必要になったという課題もお聞きし
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ておりますので、県、市そして自助の部分でどういう形で備蓄をすればい

いのかということは本当に大事なことだと思っておりますので、県がどこ

までするのかというようなことも含めて、今後検討してまいりたいと思い

ます。 

   〔15番 森野真治議員登壇〕 

○15番（森野真治） よろしくお願いいたします。 

 それでは、次の子育て支援施策について御質問をいたします。 

 先日公表されました2010年版子ども・子育て白書、旧少子化社会白書で

ございますけれども、これによりますと平成22年の我が国の合計特殊出生

率は、以下単に出生率と申し上げますが、前年より0.02ポイント上昇いた

しまして1.39となりました。第１子の出生数は減少したものの、第２子、

第３子の出生数が増えたとされています。 

 また、結婚、出産、子育てを取り巻く最近の状況として、雇用環境の厳

しさが上げられており、若年層において完全失業率、非正規雇用の割合が

ともに全年齢平均を上回っていること。30代の男性においては非正規雇用

の者の有配偶者率は正規雇用の者の半分程度となっていると。結婚に大き

な影響を与えること、年齢別所得分布が30代では、1997年には年収500万円

以上700万円未満の割合が最も多かったものが2007年には300万円台が最も

多くなっており、この10年間で下方にシフトしているというふうにされて

おります。 

 人口維持に必要な出生率は2.08と言われており、これを下回っていると

人口が減少してまいります。出生率が低ければ低いほどより早く人口が減

少いたします。出生率が上昇したからといって人口減少がとまるわけでは

なく、2.08を超えない限り人口は減少をし続けます。 

 急激な人口減少は年齢別人口構造の逆ピラミッド型を引き起こし、年金

制度や福祉制度の破綻、整備済みのインフラ等、社会資本の維持管理不能

など、大きな社会問題を引き起こします。また、雇用情勢の変化により、

所得格差が拡大し、子育て世代の預金ゼロ家庭の急増などを反映し、子育



 －207－

て支援策として最も求められているのは経済的支援となっています。さら

に、ライフスタイル、働き方の多様化により、休日保育や夜間保育などの

特別保育のニーズが増加をしており、既存の保育制度だけでは十分に保育

ニーズにこたえられていない現状があります。 

 さて、グラフをごらんいただきたいと思いますが、（パネルを示す）昨

年の三重県の出生率は一昨年よりも0.01ポイント下がって、全国平均と同

じ1.39となりました。グラフを見ていただきますと、愛知県や静岡県、全

国平均と比べて伸び率が鈍い状況となっております。この数字の現実は、

三重県がこれまで他県に比べて子育て支援策が不十分であったことを端的

にあらわしています。将来にわたって安心して暮らしていける三重県づく

りのために、子育て支援対策を早急に充実させる必要があります。 

 また、鈴木知事が知事選挙で掲げられた政策集を拝見いたしますと、先ほ

ど中川議員から御紹介がありましたが、小学校６年生までの医療費の無料化、

あるいは延長保育、保育ママ制度の充実、全小学校区への学童保育の整備な

ど、子育て支援の充実を掲げられております。 

 そこで、まず１点目として、乳幼児医療費助成制度であります。先ほど中

川議員からも御質問がありましたので、重複する部分もございますが、お許

しをいただきたいと存じます。 

 知事はマニフェストに小学校６年生までの医療費無料化と書かれておりま

すが、現在の三重県の制度は小学校入学までとなっております。既に県内の

多くの市町で単独事業として上乗せがされており、本年９月以降次のように

なる見込みです。 

 表をごらんいただきたいと思います。（パネルを示す）これは三重県内の

29市町の現在、この９月以降の予定も含めました乳幼児医療費助成制度の見

込みでございます。中学校３年生まで入院の補助をする予定が16、通院が11

ですね。小学校６年生までが８、通院が５、小学校３年生までが１、通院が

１、小学校入学前まで入院が４、通院が12ということでございまして、鈴木

知事が掲げられている政策以上の制度を実現されている自治体のほうが多い
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というのが現状でございます。既に半数以上の市町がそういう状況でござい

ますので、現状早く県制度を実施していただきたいという声のほうが多いと

いうふうに感じます。また同時に、既に全国で34都道府県が実施をしており

ます現物給付、これにつきましても、早く実現をいただきたい。 

 さらに、子どもの命を親の所得によって差別する所得制限の撤廃について

も、制度の利用者や医療関係者から多く希望が寄せられております。医療費

制度の改正につきましては、先ほども御答弁がありましたが、これまでも市

町との調整がつかないことを理由に先延ばしをされてきております。しかし

ながら、あくまでもこれは補助要綱でございまして、県が押しつけるもので

はなく、地方分権の時代を迎えている今、県内全市町が横並びである必要は

なく、よくも悪くもその市町で判断して実施をしていただければいいもので

ございます。ましてや、特にこの現物給付につきましては、国保という一保

険者としての市町とのしがらみによりまして、県民の意向を無視し続けてい

るというものでもあることを申し上げておきたいと存じます。 

 また、特別保育につきましては、知事は同じく政策集で延長保育の充実を

掲げられております。三重県ではこれまで交代勤務を行う工場をたくさん誘

致してきているにもかかわらず、それに対応した延長保育、夜間保育、休日

保育等の特別保育が充実をしておらず、何度要望してもニーズの把握に努め

ていると答えるだけで積極的支援が見られていないのが現状であります。 

 加えて、浜岡原発の停止を受けて、夏期の電力需要対策として７月から９

月までの３カ月間、自動車関連企業を中心に休業日を木・金曜日に変更した

り、サマータイム導入により出社時間が早まったりと、緊急に対応が必要と

なっています。これまでの県の取組姿勢を考えると大変不安を感じます。 

 そこで、県内の特別保育について、緊急対応を要する分も含めて今後の取

組についてお伺いをいたします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 議員より御質問をいただきました小学校６年生までの医

療費の無料化の件につきまして、私のほうから答弁をさせていただきたいと
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思っております。 

 小学校６年生までの医療費無料化については、県の予算の確保だけではな

く、未実施の市町において新たな予算措置や条例改正が必要となることから、

今後制度の実施主体である市町と十分に協議しながら検討を進めてまいりま

す。 

 一方、現物給付につきましては、利用者にとって窓口の支払いがなくなる

ことで利便性が向上するというメリットはありますが、実施に伴う医療費の

増加による県、市町の助成額増加だけでなく、国庫負担金の減額措置などに

よる国民健康保険や被用者保険等の医療保険財政への影響が大きいといった

課題があります。また、市町からは現物給付の実施は困難、または慎重な検

討を要するとの意見が多くなっています。助成方法については平成13年から

自動償還払い方式としており、受給者の手続の負担は軽減されているところ

であります。 

 私といたしましては、安心して子育てができる環境を整備するという観点

から、現物給付よりもまず対象拡大のほうを優先して検討してまいりたいと

思っておりますし、先ほど森野議員からのパネルの中に入院と通院と分けて

ありましたけれども、入院、通院含めての対象拡大ということを優先して検

討してまいりたいと考えております。 

   〔太田栄子健康福祉部こども局長登壇〕 

○健康福祉部こども局長（太田栄子） 私のほうからは、県内の特別保育の状

況と対策についてお答えをさせていただきます。 

 県内の特別保育の実施率というのは、全国的に見ても決して高い状況には

ございません。したがって、このことに対応していく必要があるというふう

に考えているところでございます。 

 そういったことから、平成22年度までの６年間に特別保育についての市町

の取組を促進するために、県単独による補助制度により支援をしてまいりま

した。その結果、延長保育につきましては107カ所が166カ所、それから、休

日保育について３カ所が10カ所等になりました。決して劇的な増加ではござ
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いませんけれども、一定の増加をいたしたところでございます。しかしなが

ら、今後さらに保護者の多様な就労形態にきめ細かく対応していくことが必

要だというふうに考えております。 

 そこで、県としましては、県と市町の保育担当者で構成をしております保

育制度のあり方研究会におきまして、ニーズの把握を行いつつ、対策を協議

してきております。その中で、特に市町で進めにくいと言われております休

日保育、病児、病後児保育につきまして、より取り組みやすい制度となりま

すように、平成22年度に県単独の補助制度を改正、また創設をいたしました。

また、これらの保育につきましては、既に実施をしている保育所を近隣の市

町の住民の皆様にも利用していただけるよう、広域的調整というのが有効で

ございます。こうした取組によりまして、市町における保育サービスの増加

について促進をさせていただいているところでございます。 

 保育のニーズというのは非常に多様でございまして、その対応につきまし

てはすべて実施していくというのは、現在の財政的な制約の中では一定の優

先順位の判断をしていかざるを得ないというのが現状であるかと思います。

しかし、こうした中にありましても、保育の実施主体であります市町には地

域の実情を勘案したきめ細かな対応が求められております。県といたしまし

ては、先ほども述べさせていただきました保育制度のあり方研究会におきま

して議論を深めつつ、市町が地域の実情に応じた保育サービスの制度設計が

できるよう、今後も引き続き支援方策について検討を続けてまいりたいと考

えております。 

 なお、今年の夏の電力需給の対策に係る土日保育等への取組についてでご

ざいますが、こちらにつきましては現在市町においてニーズの把握を実施し

ていただいております。そして、国のほうにおきましても、財政的な支援と

いうのが今検討されておりまして、もう間もなく明らかになるだろうという

ふうに考えておりますので、そういう方針が定まり次第県としても速やかに

対応をさせていただくこととしております。 

 以上でございます。 
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   〔15番 森野真治議員登壇〕 

○15番（森野真治） 福祉医療の助成制度については市町のお声もあるんでし

ょうけれども、住民の方々の声も大事でございますので、しっかりとその辺

を聞き分けていただきながら前を向いて取り組んでいただきたいというふう

にお願いをさせていただきます。特に自動償還払いで楽になったとおっしゃ

いますが、これのせいで莫大な事務経費がかかっておることも事実でござい

ますので、よろしくお願い申し上げたいと思います。 

 それから、保育の件でございますけれども、特にこの７月以降の県の対

応について、今ニーズ把握をされているというふうなお話でございました。

特別保育につきましては、もう既に愛知県では６月３日付で７月から９月

に休日保育を実施する市町村に補助金を交付するというふうに発表されて

おりまして、保育士の人件費などの経費の３分の２を負担するということ

にしております。 

 大村知事は工場従業員の子どもの受け入れ先として、少なくとも１カ所

の保育所で休日保育をするよう各市町村に要請を出しております。さらに、

拡充させたい市町村があれば弾力的に対応するということにしておりまし

て、６月２日現在で休日保育は全54市町村のうち19市で実施、21市町で拡

充や新規実施を検討しているという段階に愛知県は入っております。また、

補助金は児童を預ける放課後児童クラブを日曜に開設する市町村に対して

も交付するというふうに発表をされております。 

 先ほどのニーズ把握の話でございます。６月10日、今日付で一応そのニ

ーズの集約をするやに聞かせていただいておりますが、実際私が地元の企

業に聞かせていただきましたところ、確かにニーズ把握を今日までという

ことですが、まだ会社自身が中の取りまとめで現在苦慮しておりまして、

まだ市町に数字を上げられる段階になっていない。多分今日締めたらニー

ズはなかったといういつもどおりのお答えが返ってくるんだろうというふ

うに思います。 

 ですから、工場の従業員の数とか、実際どれぐらいの方が保育を受けて
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いるかということは統計でつかまれているわけですから、一定割合必要だ

ということと、やはり愛知のように各市町で最低１カ所は対応するように

取り組んでいただく。今の段階では少なくともそこまでは必要なんだろう

というふうに考えますので、どうぞよろしくお願い申し上げたいと思いま

す。 

 次に、救急医療体制につきまして御質問をさせていただきます。 

 平成20年末現在の三重県人口10万人当たりの医師数は183人と全国平均の

213人の86％にとどまっており、さらに伊賀地域においては115人と県内でも

最も少なく、全国平均の54％しかいない状況となっていました。その後も内

科医を中心に減少を続けており、大変厳しい状況が続いております。 

 このような状況の中で、平成20年４月からそれまで伊賀市、名張市でそれ

ぞれ完結をしていた救急医療が崩壊をいたしまして、伊賀地域として地域内

の三つの総合病院によります救急輪番制が開始をされました。しかしながら、

その後も医師の減少が続き、一昨日の６月８日には輪番病院の一つである岡

波総合病院から救急受け入れ体制の現状維持が困難であるという表明もなさ

れ、現在残りの二つの公立病院が対応を協議しているという状況と聞いてお

ります。 

 伊賀地域以外にお住まいの方からすれば、地域内で救急医療体制が完結し

ているのだから問題がないかのように思われるかもしれませんけれども、広

い伊賀地域で20万人近い人口を毎日一つの病院で救急当番をしていただいて

おりますので、救急車での平均搬送距離が長い、あるいは急患が重なります

と受け入れ困難になり、受け入れ拒否が出るという場合がありまして、受け

入れ困難イコール地域外への搬送ということになるわけでございます。 

 例えば平成21年の119番通報を受けてから病院へ到着するまでの収容所要

時間、これの平均が伊賀市は46.7分、名張市が42.4分となっておりまして、

三重県平均の35.5分や全国平均の36.1分を大きく上回っております。平均値

としては今のように10分程度ということでございますけれども、もとになっ

ているデータを見るとさらにその深刻さが御理解をいただけると思います。 
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 この表をごらんください。（パネルを示す）これは伊賀市のデータでござ

いますけれども、医療機関に受け入れの照会を行った回数ということでござ

います。１回であれば救急当番病院が受けているんですが、２回以上であれ

ば管外なりに搬送されているということでございます。平成22年中１回で受

け入れているのが3281件ですが、２回が257件、３回が90件、４回が31件、

５回が15件、６回が15件、７回が６件、８回が２件、９回が１件、10回が１

件と、このようになっております。 

 その結果、収容時間が次の表のようになっております。これも表をごらん

ください。（パネルを示す）これも同じく伊賀市のデータでございます。平

成22年でございます。119番通報を受けてから病院に収容されるまで、30分

未満にできたものが560人、30分から59分が2557人、60分から119分が1036人、

120分以上が38人と、こういう現実でございます。この数字を見ますと平均

の数字というのは10分程度でございますが、いかに悲惨な状況かというのが

わかっていただけると思います。 

 伊賀市、名張市におきましても、両市で公立病院を経営して救急の受け入

れをしておりますし、軽症患者向けに医師会にも協力をいただいて、応急診

療所を運用したり、救急相談ダイヤル24というのを運用したりと、地元の自

治体はできる限りのことはしておりますので、県としてのさらなる支援が必

要であるというふうに思います。 

 また、鈴木知事が掲げられた政策集を拝見いたしますと、伊賀市や名張市

における奈良県や滋賀県との医療連携を実現するというふうにうたっていら

っしゃいます。 

 そこでお伺いいたします。 

 現在の県の支援状況、あるいは知事マニフェストの実現を含めた県内の命

の格差をなくすための今後の取組についてお伺いをいたします。 

   〔山口和夫健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（山口和夫） 私から、伊賀地域の救急医療体制に関しまして

御答弁申し上げます。 
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 伊賀地域におけます二次救急医療につきましては、先ほど御紹介がござい

ましたが、平成20年４月から３病院、名張市立病院、上野総合市民病院、岡

波総合病院による輪番体制により実施しております。しかしながら、輪番開

始時より医師が減少いたしまして、二次救急医療体制は大変厳しい状況が続

いております。 

 このような中、一昨日の６月８日でございますが、輪番病院の一つであり

ます岡波総合病院では、７月から救急医療を担当する曜日を指定することな

どを発表されたところでございます。これを受けまして、両公立病院におき

ましては岡波総合病院の負担を軽減し、３病院で協力して二次救急医療体制

の維持に努めていくとされております。 

 これまでの県におきましては、二次輪番病院の当直医師の確保に必要な経

費を助成しますとともに、医師確保のため三重大学への働きかけやバディホ

スピタルシステムを活用しての県立総合医療センターから上野総合市民病院

へ、また、市立四日市病院から名張市立病院への診療支援を行ってきたとこ

ろでございます。さらに、寄附講座を活用した医師確保について支援を行い、

名張市立病院において関西医科大学や奈良県立医科大学からの医師派遣が実

現するなど、県内外の関係機関と連携する動きも出てきております。 

 このように様々な取組を行ってはおりますが、依然として伊賀地域の二次

救急医療体制は大変厳しい状況にあると認識しております。このため、限ら

れた医療資源を活用いたしまして、効率的な医療提供を行うため医療機関の

機能分担と連携を促進することが必要不可欠と考えております。 

 地域医療再生計画では、上野総合市民病院と名張市立病院の両公立病院を

中心に、それぞれの特色を生かした診療機能ごとの機能分担を行い、専門性

を高めながら質の向上を図ることで、医療従事者にとっても魅力ある病院づ

くりや医療ニーズに対応できる体制を整備し、将来的な医師確保や救急医療

体制の確保を目指すこととしております。 

 県といたしましては、地域の主体性を尊重しながらこれらの取組を積極的

に支援してまいりたいと考えております。さらに、今後も医師確保対策チー
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ムによります県外等からの医師確保や伊賀市、名張市による寄附講座の設置

支援などを行いまして、輪番病院の医師確保に積極的に取り組んでまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

   〔15番 森野真治議員登壇〕 

○15番（森野真治） 今これまで以上に取り組んでいただけるということで、

強い決意もいただいたわけでございますけれども、本当に待ったなしの状況

でございます。県民の命の問題でございますので、何よりも優先をいただい

て緊急な取組をいただきたい。このことを改めて申し上げさせていただきた

いというふうに思います。 

 それでは、次に獣害対策についてでございます。 

 県内の特に中山間地域におきまして、猿、シカ、イノシシ、ニホンジカ等

による獣害が日常的に発生し、農作物が被害を受け続けており、たび重なる

被害により生産意欲の喪失による耕作放棄地の増加や、高齢者の生きがいが

奪われてしまうことによる地域の活力喪失、家への引きこもりが医療や介護

などの社会保障費の増大に拍車をかけているなど、様々な悪影響を引き起こ

しています。これまで国において平成19年12月21日に鳥獣被害防止対策特別

措置法が制定をされ、鳥獣被害防止総合対策事業など、大きな予算を投じて

対策をいただいており、各市町では事業実施に取り組んでいただいておりま

すし、県においては部局を横断して獣害対策に取り組み、狩猟期間の延長な

ども行っていただきました。 

 しかしながら、こちらをごらんいただきたいと思いますが、（パネルを示

す）県内の農林水産物被害額でございますけれども、猿について平成19年度

１億1934万1000円、20年度においては１億5034万6000円、それから、21年度

については１億4013万9000円、ニホンジカにおきましては、平成19年度は２

億4757万7000円、平成20年度３億5039万2000円、平成21年度３億4605万8000

円、イノシシについては１億4689万9000円、平成20年度１億2645万2000円、

平成21年度１億5113万7000円ということで、依然農作物の被害が高水準で推
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移をしておりまして、さらなる対策や県補助事業の充実拡大について要望を

いただいておるところでございます。 

 例えば有害鳥獣駆除報奨金についてでございます。先ほど少し村林議員か

らもお話がございましたけれども、この報奨金の金額と鳥獣駆除実績との関

係について、わかりやすい事例がございますので、御紹介をいたしたいと思

います。 

 このグラフをごらんいただきたいと思います。（パネルを示す）大台町で

は、2009年からニホンジカとイノシシの駆除をした場合に１頭当たり１万円

を支払うということにしましたところ、ニホンジカの捕獲数が前年度269頭

から707頭に、イノシシの捕獲頭数が188頭から294頭に増えてきております。

ところが、たまたま隣の大紀町が一律１万円だった報奨金を2009年からイノ

シシ5000円、ニホンジカ7000円に引き下げたところ、ニホンジカの捕獲数が

397頭から277頭に、イノシシの捕獲数が391頭から114頭に減ってしまいまし

た。やはり一定の報奨金額を出さないと、ハンターも意欲的に捕獲をしてい

ただけないという現実があるのだろうというふうに思います。 

 また、奨励金だけではなく、捕獲後の焼却施設など早期の整備、あるいは

ハンターの高齢化による減少に対応するため、ハンター自身の育成が求めら

れてきております。このように県内各地で大変問題となっている獣害ですが、

鈴木知事が知事選挙で掲げられた政策集には、獣害の文字は全く見当たりま

せんでした。今後の対策推進に向けて、大変不安を感じておるところでござ

います。 

 そこで、お伺いいたします。 

 今年度の取組方針や今後の予定など、鈴木県政における獣害対策について

の考え方をお伺いいたします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 森野議員よりございました獣害対策に関する御質問であ

りますけれども、政策集のほうに記載がないということでありまして、私の

政策集のほうには、一応目次のあたりに小さい字でありますけれども、書か
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れている政策しかやらないとか、書かれていない政策は取り組まないという

ことではありませんと書かせていただいております。 

 その上で、私も鈴鹿市に住んでいて、そして、亀山のほうとかを回らせて

いただいて、当時も猿などの獣害についてたくさんのお話を伺い、この獣害

対策に関しては、その政策集に記載はないものの大変重要な課題であるとい

う認識は持っております。 

 その上で、これからの取組等でございますけれども、野生鳥獣による農林

水産業への被害は、大規模な開発等による生息環境の悪化や農地や里山など

の荒廃による生息地域の変化などから近年急激に増加しており、猿、シカ、

イノシシによる農業被害額で見ると平成21年度で全国８位、中でも猿による

被害額は全国２位となっています。また、獣害により農業をあきらめ、生き

がいまで喪失してしまった事例や、鉄道や自動車との衝突事故、家屋への侵

入報告なども増えており、今後さらなる住民生活への悪影響が懸念されてい

ます。 

 このような状況を踏まえ、全国でも例のない野生鳥獣による被害の防止を

明記した、三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例を昨年12月に

制定していただきました。集落全体で取り組む獣害に強い集落づくりを基本

に、本年度からは被害対策に加えて、新たに生息管理に取り組む獣害対策を

積極的に展開することとしています。今後も市町や関係団体との連携を強化

しながら、農林水産業への被害対策の観点だけではなく、地域での安全・安

心の面からも効果的な獣害対策を講じていく所存でございます。 

   〔渡邉信一郎農水商工部長登壇〕 

○農水商工部長（渡邉信一郎） 獣害対策のうち答弁を補足させていただきま

す。特に県の獣害対策プロジェクトを設置してどのように取り組んでいくか

という方向をお示ししたいと思います。 

 本県では、地域が一体となった獣害に強い集落づくりを基本としまして、

侵入さくの防止の整備、集落ぐるみの追い払いや集落をえさ場にしない取組

等の被害対策を中心に展開してきました。しかしながら、シカやイノシシ等
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が想定以上に増加しており、農林水産物の被害に歯どめがかからない状況に

あることや、狩猟者の高齢化や急激な減少などにより野生鳥獣を捕獲する担

い手不足が課題となっております。 

 こうした状況を踏まえ、本年度はこれまでの被害対策に加えて獣害軽減を

さらに加速化するため、生息管理として有害鳥獣捕獲を強化することとして

おります。そこで、市町の常勤、非常勤職員等によります捕獲隊の設置、有

害捕獲後の野生獣の運搬や埋却などの活動、有害捕獲をした野生獣の運搬集

荷の体制づくりや獣肉を利用した新商品の開発など、獣肉等の有効利用のた

めの調査検討などへの新たな支援により、市町の有害鳥獣対策を促進すると

ともに、新たな捕獲技術の効果の検証などを行い、生物の多様性を踏まえて

地域における有害鳥獣捕獲の強化に取り組んでまいります。 

 また、こうした対策を着実に進めていくため、関係部局で構成する三重県

獣害対策プロジェクトを中心に、市町や地域の関係機関で構成する地域獣害

対策連絡協議会等と密接に連携し、総合的な獣害対策に取り組んでまいりま

す。 

 以上でございます。 

   〔15番 森野真治議員登壇〕 

○15番（森野真治） 今年から新しい取組も幾つか始めていただけるというこ

とで、知事においてもマニフェストに書いていないけれども、頑張っていた

だけるということでございましたので、ぜひよろしくお願いを申し上げたい

と存じます。 

 ただ、先ほど村林議員からもありましたが、この報奨金について一たん

なくすということでございますが、今年の新しい取組をしてみて効果が上

がらないようであれば、ぜひこれの復活についても検討をいただきたい。 

 また、現在市町でやっていただいております網を張ったりするハード事

業についても、これは口蹄疫の関係だと聞いておるんですが、野生鳥獣が

口蹄疫を媒介するということで、早急に対策をしないといけないというこ

とでたくさんの予算がついたところでございますが、今後どうなっていく
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のかということを住民の方は大変心配をされております。一説にはもう今

年で終わってなくなるんじゃないかという話も飛び回っておりますので、

今後のその辺の様子、予定とかにつきましてもし御存じでしたら御回答い

ただきたいと思います。 

○農水商工部長（渡邉信一郎） お尋ねの国からのそういう意味での交付金で

ございますけれども、御指摘のとおり今年度は特別対策ということで非常に

多額のものをいただいております。平成24年度以降につきましては、当然今

時点では何も決まっておりません。私どももまた引き続きこの獣害対策の重

要性を訴えて、国からの財政的な支援を積極的にやっていただくように、ま

た今月予定しております国家予算要望でも引き続き訴えてまいりたいと思っ

ております。 

 以上でございます。 

   〔15番 森野真治議員登壇〕 

○15番（森野真治） ぜひそのようにお願いをさせていただきたいのと、もう

動きかかって乗りかかっているところについては、もし万が一のときでも県

単ででも最後まではやっていただけるようにお願いします。できている地区

とできていない地区とかができてしまわないようにだけ、ぜひよろしくお願

いを申し上げたいと思います。 

 それでは、最後の観光振興について御質問をさせていただきます。 

 先日、三重県の平成22年観光レクリエーション入り込み客数推計書、観光

客実態調査報告書が発行されまして、新聞に伊賀地域観光客30％減少という

見出しが躍り、地元に衝撃が走りました。そこで、観光・交流室に説明を求

めましたところ、平成22年からもとになる延べ人数から実人数を算出する方

法が変わったということで、統計上実際よりも大きな変動があったようにな

ってしまったということでした。そこで、平成21年の実人数を平成22年と同

じ算出方式で計算をし直したところ、次のようになるとのことでした。 

 こちらの表をごらんください。（パネルを示す）平成22年度の数字は変わ

りがございませんが、平成21年の数字が、左側が発表されました報告書に載
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っている数字、右側が今回平成22年と同じように過去３年間ということで算

出をし直した実人数でございます。三重県全体として大きく変わっておりま

す。合計としては5.7％の増だったものが8.2％の増ということでございます

し、伊賀地域においても３割減となっておりましたが、実際には0.8％の減

であるということで、少し安心をしたわけでございますけれども、しかしな

がら、リーマンショック後大幅に減った観光客がまだ戻っていないという現

状については変わりがないのかなというふうに感じております。 

 さて、２年前にも質問いたしましたが、平成20年には９月にリーマンショ

ックが発生した影響もありまして、県全体で1.2％観光客が減少いたしまし

た。伊賀地域は前年比9.1％減と県内でも突出して悪化をしておりました。

一つ目の理由として、新名神の開通によりまして名阪国道の観光バスやマイ

カーの交通量が減少したこと、同じく新名神開通によりまして亀山－四日市

間が頻繁に渋滞をするようになり、関東、中京圏からの観光バスやマイカー

の観光客に伊賀地域まで足を伸ばしていただけなくなったことを上げまして、

東名阪自動車道亀山－四日市間の渋滞解消を急いでいただくように要望をい

たしました。 

 二つ目の理由といたしまして、伊賀地域へはほとんどの方が自家用車で来

られておりますけれども、伊賀地域への旅行目的のトップ３は自然や風景、

温泉、おいしいものを食べるということから成っておりまして、高齢者や女

性グループ、ひとり旅などのニーズが多いことが想像されまして、公共交通

機関のアクセスが改善されれば全体数が伸びるということが期待できますの

で、関西方面からの誘客強化のためにＪＲ関西本線の加茂から柘植までの電

化について、あるいは中部、関東圏からの観光入り込み客数の改善のために、

亀山での乗り継ぎ時間の改善、行楽期間や休日における名古屋－大阪間の特

急を含めた臨時列車の運行などを要望いたしました。 

 三つ目の理由として、関東からの観光客が少ないことから、関東地方での

情報発信拠点として、東京にアンテナショップの設置を要望いたしました。 

 そこで、１点目としてお伺いをいたします。 
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 この２年間のこれらに対する取組結果や今後の見通しについて、お伺いを

させていただきたいと存じます。 

 また、市町村合併後５年以上が経過をしておりますけれども、例えば伊賀

市におきましては観光協会は旧６市町村の観光協会がそのまま残っておりま

す。地域の魅力づくり向上のためには、地域内での観光協会の連携、協同な

どに効果があると思います。 

 そこで、２点目としてお伺いいたします。 

 地域ごとの地域内の観光協会が互いに連携し、相乗効果を生み出せるよう

なそんなきっかけづくりや仕組みづくりに県として取り組んでいただけない

か、お伺いをいたします。 

   〔小林清人政策部長登壇〕 

○政策部長（小林清人） ＪＲ関西本線につきましては、61キロメートルあり

ます亀山間の電化や複線化などにつきまして、毎年沿線府県や市町村で構成

いたします関西本線複線電化促進連盟や、県内市町で組織いたします三重県

鉄道網整備促進期成同盟会を中心にＪＲ西日本、ＪＲ東海に対して要望活動

を行ってきました。こうした要望活動の結果、ＪＲ西日本は平成13年４月か

ら亀山－加茂間の月１回土曜日の昼間、線路保守のため列車の運行を休止し

ておりましたが、これは今年４月から運行が再開されることになりました。

しかしながら、複線電化などの大きな設備投資につきましては極めて厳しい

状況でございます。 

 このため、利用者の増加がＪＲの設備投資意欲の増進につながることから、

関西本線沿線を紹介するウォーキングガイドを作成したり、地元関係団体と

連携して伊賀鉄道や近鉄を含めた伊賀地域を網羅する総合時刻表を作成し、

伊賀鉄道や近鉄の利用者の皆様にも配布するなど、利用促進につながる活動

を進めているところです。今後とも同盟会活動を中心にしまして、ＪＲ西日

本、ＪＲ東海に対し複線電化等の施設設備、増便、ダイヤ改正による利便性

の向上などにつきまして、引き続き粘り強く要望はしてまいりたいと思って

おります。 
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   〔渡邉信一郎農水商工部長登壇〕 

○農水商工部長（渡邉信一郎） 観光情報等の発信拠点のアンテナショップの

設置についてお答えをいたしたいと思います。 

 まず観光情報ですけれども、これまで首都圏におきましては三重県、三重

県観光記者発表会や交流会、そして、東京日本橋口のツーリストインフォメ

ーションセンター東京などを活用いたしまして、積極的に観光情報の発信を

行ってまいりました。また、三重県産品市場開拓スーパーバイザーを配置し

まして、市場開拓や商談支援を行ってきたことにより、三重県産品に魅力を

感じていただけるバイヤーやシェフが増え、継続的な取引につながる成果な

ども出ております。 

 しかしながら、長引く不況等が影響いたしまして、観光は安・近・短の傾

向が強くなり、首都圏等からの誘客が非常に厳しい状況にあります。そこで、

今回提出しております補正予算におきまして、首都圏で期間限定のサテライ

トショップ等を出店いたしまして、本県の多彩な魅力や観光をＰＲするとと

もに、メディアを使ったイメージ戦略を展開し、本県への誘客を図るほか、

より大きな成果が得られるようアンテナショップなど常設的な施設の設置等

について調査、検討したいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔北川貴志県土整備部長登壇〕 

○県土整備部長（北川貴志） 東名阪の渋滞対策についてお答えいたします。 

 東名阪の渋滞対策の抜本的な対策といたしましては、新名神の東名阪との

並走区間、四日市から亀山間の早期整備でございます。これに合わせてリダ

ンダンシー確保の観点から亀山西ジャンクションのフルジャンクション化も

必要と考えております。 

 県としましては、これまで国とか中日本高速道路株式会社にこの整備促進

を強く働きかけるとともに、部内に用地取得のプロジェクトを設けまして協

力しております。プロジェクトを担当しております区域の中の四日市のジャ

ンクションから菰野インターまでの間は、この２年間ほどで約５割近くまで
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用地買収を進めております。 

 一方、会社のほうでも四日市ジャンクションのところの工事がこの２月に

は発注をされております。また、東名阪の取組としましては、短期的な対策

として付加車線等の設置等がこれまで行われております。今後ですが、県と

しましても新名神の用地の促進、それと早期整備をお願いしたい。特に30年

目標でございますが、少しでも前倒しをということを要求していきたいと思

っております。 

 一方、東名阪につきまして、会社のほうで暫定的な対策として、四日市イ

ンターの北側でまだ２車線の区間がございますので、その部分を３車線化す

る検討というのを現在していただいておると聞いております。これについて

も早期の実施、また県として協力できるところは協力していきたいというふ

うに思っております。 

 以上でございます。 

○副議長（中村進一） 答弁は簡潔に願います。 

   〔長野 守農水商工部観光局長登壇〕 

○農水商工部観光局長（長野 守） 私のほうから、地域内の各観光協会の連

携について県として何か支援ができないのかということでございました。お

答えを申し上げます。 

 森野議員のお話にもございましたけど、旧市町村単位で六つの団体がござ

いまして、いずれの観光協会も伊賀市に多くの観光客にお越しをいただき、

地域の活性化につなげたいという思いで観光情報の発信などの事業を展開し

ていただいております。しかしながら、観光客といたしましては、地域の観

光情報を総合的に知りたいというニーズがございますことから、伊賀市及び

各観光協会が連携しまして一体的な伊賀市の観光情報の発信が必要でござい

ます。 

 県といたしましては、地域が主体となりまして各観光協会が連携した取組

というのは非常に重要であるというふうに考えておりまして、例えばでござ

いますけれども、三重の観光プロデューサーが観光振興の取組のつなぎ役と
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なりまして、魅力ある観光地グレードアップ支援事業費補助金などを活用し

ていただくなど、各観光協会の連携に資する支援方策について検討してまい

りたいというふうに考えております。 

 以上です。 

   〔15番 森野真治議員登壇〕 

○15番（森野真治） ありがとうございました。ぜひ伊賀の観光振興のために

今後ともよろしくお願い申し上げます。 

 時間が参っておりますので、これで終わらせていただきます。ありがと

うございました。（拍手） 

○副議長（中村進一） 本日の質問に対し関連質問の通告が１件あります。 

 森野真治議員の質問に対する関連質問の通告がありますので、これを許し

ます。30番 北川裕之議員。 

   〔30番 北川裕之議員登壇〕 

○30番（北川裕之） 新政みえの北川裕之でございます。森野さんの救急医療

体制の関連質問をさせていただきます。関連質問がもっとたくさんあると思

ったんですが、私だけになってしまいまして、10分だけおつき合いをいただ

きたいと思います。 

 まず、伊賀の医療の状況については、先ほど森野議員のほうからデータ

も示していただいてお話をいただきました。地元の市民としては、本当に

嘆きを通り越して今はもう怒りに近い状況というのが市民感情ではないか

なというふうに思っております。ただ、そこは冷静に少し政策的な議論を、

短い時間ですがさせていただきたいと思います。 

 救急医療体制の崩壊、地域医療の崩壊、いずれも医師不足、医師確保対

策ということが大きな課題であることは御承知のとおりだと思いますけれ

ども、ただ短期的な医師確保の対策というものが非常に難しいことはこの

数年の議論の中で明らかになってきていると思います。県としてもバディ

ホスピタル等の施策もやっていただきましたが、成果を十分には上げられ

なかった。そして、昨年には医師確保対策チームを秋に発足いただいて、
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短期、中期、長期全面にわたって医師確保対策をやっていただくというチ

ームをつくっていただいたわけですけれども、半年以上たっているわけで

すので、どの程度の成果を上げていただいたのか、まずお知らせをいただ

きたいと思います。 

 それから、二つ目は、しかしながら、やはり短期はなかなか望めない状

況の中では中長期的な施策、その中でも昨年度も随分と議論をさせていた

だきましたが、県が条件緩和も含めて先駆的に取り組んできました医学生

への修学資金の貸与制度、これで累計が200名を超えているということで、

これから研修医等になっていく彼らを、いかに医師が不足している地域の

病院にお願いをして配置、派遣をしていくか。このシステムづくりが一番

重要だということを議論させていただきました。 

 同時に、国もこれについては、大変議論をした中で地域医療支援センタ

ーを設置するということで予算確保も行われて進んできたところですけれ

ども、しかし、少し残念に思いますのは、当初は予算の関係もあるとはい

うものの、各都道府県に一つずつつくるという話が15カ所ぐらいのモデル

でやろうというようなこと、そして、もっと私がこだわってしまうのは、

この事業の事業主体、当初はだれもが県行政、都道府県が主体になるとい

うふうな認識でおったわけですけれども、今、国からの実施要綱の中では

本事業の実施主体は都道府県とする、ただし、事業目的達成のために効果

的と考えられる場合は事業の全部、または一部を外部に委託することがで

きるものとする、このようにあります。 

 いろんな関係機関からの声の中でこういう状況ができてきたのかなとい

うふうに私は想像しているわけですけれども、県は今この地域医療支援セ

ンターについての申請段階にあるというふうに聞かせていただいておりま

す。その申請の状況、そして、また事業主体も含めた内容について少し、

お話をいただける範囲で結構ですので、お知らせをいただきたいと。健康

福祉部長のほうからお願いしたいと思います。 

○健康福祉部理事（稲垣清文） 先生の御質問にお答えします。 
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 御案内のとおり10月に医師確保チームを発足させていただいたわけでござ

いますけれども、それ以降、先生がおっしゃったように、短期的な視点、そ

れから、中長期の視点、合わせてこの中で対策を実施してきたわけでござい

ます。短期的な視点といたしましては、まず医師の無料職業相談事業の中で、

これまで県外から医師の招聘活動を行ってきたわけでございまして、昨年の

10月以降現在まで19名のドクターから照会がございました。その中で私ども

マッチング作業をする中で現在４名うまくいきまして、県内の医療機関で働

いていただいております。残念なことに３名の方につきましては既に条件が

合わないということで、その調整を断念しておりますけれども、残りの12名

の方につきましては引き続きその調整作業をしているというふうな状況でご

ざいます。 

 それから、そのほか勤務医の軽減対策という形で、補助事業なども実施を

いたしておりますけれども、長期的な視点からの対策としましては、先ほど

先生がおっしゃいましたように、医師の修学資金制度に基づきましておかげ

さまで228名の医学生の方が貸与を受けていただいているという状況でござ

います。御案内のとおり、この部分につきましては、あと数年後には多くの

医師が県内で輩出されるという状況になっておりますので、まさにこの数年

間の厳しい状況の中を短期的な視点でどうクリアしていくのかということと、

大量に228名の方が随時卒業される時点で、その方々を着実に県内で定着し

ていただくというふうな視点から、医師のキャリア支援という、その部分を

充実していきたいというふうに考えております。 

 そのために、先ほどの国の補助制度の中でお触れになりました地域医療支

援センターの事業というものが非常に重要であるかなというふうに考えてお

ります。この支援センターの補助の申請状況でございますけれども、６月末

が申請の期限となっております。いずれにしましても三重大学と関係者との

協議が必要でございますので、現在そういった協議を精力的に進めていると

いう状況でございます。なお、先行的に実施するのが15件ということで、非

常に厳しい状況ではありますけれども、私どもとして頑張っていきたいと。 
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 それから、実施主体でございますけれども、もう先ほど先生が言われてい

ましたように基本的には県でございます。一部または全部を委託することが

できるということでございますけれども、このセンター事業の中で大きな役

割というか、ポイントとなりますのが、医師の配置に際しまして医師のキャ

リア支援というものと一体となったシステムを構築しないとなかなか医師が

定着しませんし、適正配置ができないということでございますので、そうい

ったものには魅力的な研修、カリキュラムというものが必要になってまいり

ます。そうなりますとどういう部分になるかはともかくとしまして、三重大

学との連携というのが欠かせないと思っておりますので、そういう意味で三

重大学との協議を進めていきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

   〔30番 北川裕之議員登壇〕 

○30番（北川裕之） ありがとうございます。対策チームについては４名とい

うことで実績もつくっていただいて、よりそれをまた拡大していただきます

ように御努力をいただきたいと思います。 

 それから、地域医療支援センターについては、やはり今までの大学の医局

も含めて医師配置のシステム、これが崩壊をしたということが底辺にあるわ

けですから、やはりここは当然三重大学の医局も含めて、あるいは医師会や

医療機関すべてと連携していただく必要は非常にあるわけですし、キャリア

教育も大きなポイントだと思います。けれども、しかし、その中で県が主導

権を握れること、これがないことにはどんなにいいものをつくったって結局

今までと一緒で、必要なところ、足らない、不足している病院に医師を派遣

することがいかない。こういう結果になってしまいます。我々県民としては

やっぱり足らない、不足している自分たちの病院にたった１人でもいいんで

す。医師が来てほしい、来てもらえる、そういうふうにこのセンターが機能

することをぜひ望みたいと思います。 

 県がしっかり主導権を持っていただくこと、そういう意味で知事には、し

がらみのない県政ということをうたっていただいているわけです。私は、こ
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れから知事がこの医療政策に取り組む中では、政治力が十分に発揮できない

大変難しい環境の世界だということも十分承知をいただくことだろうと思い

ます。その中でしっかりと県が主導権をとれる、そういう仕組みづくりにぜ

ひとも取り組んでいただきたいですし、そのことに決意がございましたら一

言だけいただきたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） ありがとうございます。私も特に地域医療支援センター

は、選挙期間中にも、同趣旨のこういう県立とか民間との垣根を超えての医

師の適正配置のための機関が必要であるということを訴えてまいりました。

最初、今回15と国全体ではなっておりますけれども、しっかりとそれを確保

し、そして、今、議員から御指摘があったような県主導でちゃんと行えるよ

うにしっかりと取り組んでまいりたいと考えております。 

   〔30番 北川裕之議員登壇〕 

○30番（北川裕之） 以上終わらせていただきます。本当にありがとうござい

ました。（拍手） 

○副議長（中村進一） 以上で本日の県政に対する質問を終了いたします。 

 これをもって本日の日程は終了いたしました。 

 

休          会 

○副議長（中村進一） お諮りいたします。明11日から13日までは休会といた

したいと存じますが、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○副議長（中村進一） 御異議なしと認め、明11日から13日までは休会とする

ことに決定いたしました。 

 ６月14日は、引き続き定刻より県政に対する質問を行います。 

 

散          会 

○副議長（中村進一） 本日はこれをもって散会いたします。 

午後３時15分散会 


